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調査の背景

• 2025年2月に策定されたGX2040ビジョン（脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂）においては、クリーンエネ
ルギー中心の経済社会システム全体の変革であるGXの取組を今後さらに推進することとされており、成長志向型カーボン
プライシング構想に基づく先行投資促進や排出量取引制度等の支援・制度一体型の措置等により、「GX産業構造」実
現に向けた方針が示されている。また、同じく２月に策定された第7次エネルギー基本計画においても、化石エネルギーか
らの過度な依存からの脱却、需要サイドにおける徹底した省エネルギーや製造業の燃料転換、電化が困難であるなど脱
炭素化が難しい分野（Hard to Abate）における水素等次世代エネルギーやCCUS等を活用した対策等の取組を進
めることとされている。

• 今後、成長志向型カーボンプライシング構想の遂行による次世代エネルギー分野等での投資促進（分野別投資戦略の
実行等）に加え、排出量取引制度（GX-ETS）の本格稼働、欧州炭素国境調整メカニズム（CBAM）をはじめとし
た海外でのカーボンプライシング等の進展、サステナビリティ情報開示の義務化や排出削減イニシアティブの取組推進など、
産業を取り巻く温室効果ガス（GHG）排出削減に係る外部環境が更に変化していくことで、国内のみならず海外を含
めて、GHG排出削減に寄与するプロダクトやソリューションに対するニーズ（事業機会）の増大が予見される状況にある。

• こうしたなか、中部地域は、概ね1割経済圏ながら自動車関連産業を中心に製造品出荷額等のシェアが2割を超えるな
ど我が国随一の「ものづくり圏」となっており、エネルギー効率向上、エネルギーマネジメントなどに資する強み（これまで培っ
てきたものづくり関連技術等の特性）を有しているほか、水素等次世代エネルギー分野やCCU／カーボンリサイクル分野
をはじめとした先進的な新製品・事業開発等の取組もみられるなど、新たな脱炭素関連ビジネス創出に向けた高いポテン
シャルの発揮が期待される。

背景
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調査の目的

目的

• 本事業では、こうしたカーボンニュートラル、グリーントランスフォーメーション実現に向けた経済社会制度の動き等を踏まえつ
つ、「（１）GHG排出削減に向けた関連制度等の進展状況等の整理・分析と脱炭素関連ビジネス創出の観点からみ
た外部環境変化の概況とりまとめ」、「（２）GHG排出削減に寄与するプロダクトやソリューションのニーズ（事業機会）
の俯瞰的な整理」、 「（３）次世代エネルギー分野等での新事業創出に向けた課題等の抽出・分析」を通じて、我が
国及び中部圏の産業・企業による、新たなプロダクトやソリューションの提供による脱炭素への貢献可能性並びに取組推
進に係る課題等を明らかにすることにより、GX産業構造の実現及びエネルギー安定供給等に向けた新たな施策立案に
つなげる取組を実施する。
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２．調査結果
（１）GHG排出削減に向けた関連制度等の進展状況等の

 整理・分析と脱炭素関連ビジネス創出の観点からみた
 外部環境変化の概況とりまとめ
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タイトル サブタイトル 頁

気候変動問題について 気候変動問題への対応 8

GHG排出削減を巡る外部環境の変化 世界各国が目指す温室効果ガス排出削減目標 9

企業活動への影響 社会や企業行動の変化が自社の活動にも影響を及ぼす可能性 10

GHG排出量の基礎（Scope1・2・3） サプライチェーン排出量（Scope1・2・3）を理解する 11

サプライチェーン排出量削減に向けた動き サプライチェーンを通じた排出削減対応等の機運の高まり 13

「動く」ために「知る」 外部環境変化を「知る」ことから自社の取組を考える 14

社会ルールの全体像（国内/海外・官/民・義務/任意） 国内外の環境関連規制・制度の影響有無について理解を深める 15

【制度各論】 日本の排出量取引制度（GX-ETS） 多排出企業では排出削減に向けた先行投資等の取組へ 16

【制度各論】 化石燃料賦課金（炭素賦課金） 化石エネルギー利用に関する行動変容を考えるきっかけに 18

【制度各論】 炭素国境調整メカニズム（CBAM） 2026年本格適用：EU域内への輸出品に係る影響 19

【制度各論】 その他EU規制（PPWR・エコデザイン・EUDR・電池規則） 製品ライフサイクルに及ぶ環境関連規制の動き 21

【制度各論】 サステナビリティ開示基準（SSBJ） 有価証券報告書における情報開示が順次進展 22

【制度各論】 再生可能エネルギー100％イニシアティブ（RE100）/ 
再エネ100宣言 RE Action

再生可能エネルギー導入促進を目指す取組 24

【制度各論】 CDP 投資家が求める情報開示と評価付け 27

【制度各論】 科学的根拠に基づく削減目標（SBT） ネットゼロに向けた目標設定 28

【制度各論】 カーボンフットプリント（CFP） 製品のCO2排出量を測定・表示する試み 30

【制度各論】 J-クレジット制度 他者との連携による排出削減（カーボンオフセット）の取組 33

まとめ GHG排出削減を巡る外部環境の変化まとめ 35

（１）GHG排出削減に向けた関連制度等の進展状況等の整理・分析と脱炭素関連
ビジネス創出の観点からみた外部環境変化の概況とりまとめの目次 
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• 気候変動問題に対応するため、脱炭素の取組が社会的に求められています。

気候変動問題について

気候変動問題への対応

• 気候変動の影響が年々大きくなっています。
• 気候変動がこれ以上進まないよう抑制するのが脱炭素の取組です。
• CO2などの温室効果ガス（GHG）排出を実質ゼロ（ネットゼロ）にし、カーボンニュートラルへ転換していくことが求められています。

出典：資源エネルギー庁 2024年度版「エネルギーの今を知る10の質問」 4.環境
https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2024/04.html#section1

日本の温室効果ガス排出量（2022年度） カーボンニュートラルへの転換イメージ

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2024/04.html#section1
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• 世界では、地政学リスクの高まりや急速な技術革新、気候変動影響の顕在化など、様々な不確実性や課題
に直面しつつあるなか、我が国では、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現を目指しています。

• 2025年11月にブラジルで開催されたCOP30においては、1.5℃目標の達成に向けた緩和の取組加速と、
更なる野心向上が呼びかけられたほか、主要国で排出削減目標の設定、取組が推進されています。

GHG排出削減を巡る外部環境の変化

世界各国が目指す温室効果ガス排出削減目標

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2025」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2025/html/1-2-1.html

主要国の温室効果ガス排出削減目標（NDC）日本の温室効果ガス排出削減目標（NDC）とこれまでの状況

出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回会合） 資料２
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2025/070/

https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2025/html/1-2-1.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2025/html/1-2-1.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2025/html/1-2-1.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2025/html/1-2-1.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2025/html/1-2-1.html
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2025/070/


ダークグレー50％

R0 G0 B0

ダークグレー75％

R51 G51 B51

ダークグレー10％

R0 G0 B0

ダークグレー25％

R51 G51 B51

テクノバブルー / 100%

R0 G71 B157

テクノバブルー / 75%

R64 G117 B181

テクノバブルー / 50%

R128 G163 B206

テクノバブルー / 25%

R191 G209 B231

ブラック

R0 G0 B0

ダークグレー/文字色

R51 G51 B51

アクセントカラー / ブルー

R0 G140 B210

アクセントカラー / レッド

R250 G10 B60

テクノバブルー / 12.5%

R223 G232 B243

10/85

• 排出削減に関する社会的な要請を踏まえたグローバル・大手企業や金融機関の取組動向によって、サプライ
チェーン等で関係する地域の企業にも影響が及ぶ可能性が高まりつつあります。

• 自社のGHG排出やエネルギー使用に関わる状況を把握した上で、こうした外部環境変化へ対応していくこと
が企業活動の前提になりつつあります。

企業活動への影響

社会や企業行動の変化が自社の活動にも影響を及ぼす可能性

（地域企業に及ぼす影響例）
• サプライチェーン全体で脱炭素化に取り組む取引慣行の進展
• エネルギー需給構造の変化による社会経済環境の変化
• 金融機関・投資家による環境に配慮したファイナンスの拡大 など

※サプライチェーンとは、商品の企画・開発から、原材料や部品などの調達、生産、在庫管理、配送、販売、消費までのプロセス全体を指し、商品が最終消費者に届くまでの「供給の連鎖」を指します。
出典：関東経済産業局「カーボンニュートラルと地域企業の対応『事業環境の変化と取組みの方向性 Ver.4.2』（令和6年5月）」
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/kantocn_guidance.pdf

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/kantocn_guidance.pdf
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• サプライチェーン排出量とは、事業者自らの排出量（Scope1、Scope2）だけでなく、
事業活動に関係するあらゆる排出（Scope3）を合計した排出量を指します。

• Scope3排出量には、原材料調達・製造・販売・廃棄などの一連の流れから発生するGHGが含まれています。

GHG排出量の基礎（Scope1・2・3）

サプライチェーン排出量（Scope1・2・3）を理解する

• Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
• Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
• Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

出典：中部経済産業局「製造業向け カーボンニュートラル達成に向けての手引書Ver.1.0」
https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/guidance.pdf

サプライチェーン排出量の考え方

https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/guidance.pdf
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GHG排出量の基礎（Scope1・2・3）

Scope3の15カテゴリ

出典：資源エネルギー庁「知っておきたいサステナビリティの基礎用語～サプライチェーンの排出量のものさし「スコープ1・2・3」とは」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/scope123.html

Scope3の15のカテゴリ分類

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/scope123.html
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• グローバル企業や大手企業を中心に、Scope3排出量の把握・開示や削減に向けた取組が進んでいます。
• 取引先の要請等を通じて、中堅・中小企業にも排出量の把握や削減を求める動きが広がりつつあります。
• 排出削減に関連する政策・規制の動きも踏まえると、「求められた際に対応できる準備」を自社で進めておくこ
とが重要と考えられます。

サプライチェーン排出量削減に向けた動き

サプライチェーンを通じた排出削減対応等の機運の高まり

政策・規制

グローバル企業

中堅・中小企業

2020年
• 日本政府「カーボンニュートラル宣言」

2021～2023年
• 業界団体による脱炭素ビジョン・ロードマップの公表が進展
• グローバル企業で排出量削減目標の設定・情報開示が本格化

2023～2026年
• GX推進法、GX-ETSの施行、欧州CBAM等の制度整備・運用が進展
• グローバル・大手企業から取引先への情報提供・対応要請が徐々に増加

2030年以降
• 排出削減目標時期の到来、政策・規制強化の動き等が進んでいくことで、

サプライチェーン全体での対応が必要となる可能性

※ 企業規模や業種・業態等によって影響の程度は異なると想定されるものの、サプライチェーン
（取引先経由）で排出削減対応が進展していく可能性。

サプライチェーン企業へのGX対応要請につながる主な動き

出典：各種資料を基にテクノバ作成
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• 取組を進めるには、まず外部環境の変化を知ること。
• 取組の目的を明らかにした上で、ステップバイステップで（できることから）進めていくことが重要と考えられます。

「動く」ために「知る」

外部環境変化を「知る」ことから自社の取組を考える

自社の
CO2排出
量を算定

排出量
削減

アクション

削減努力・
成果（一次
データ等）
を関係者に

示す

・環境経営への取組

・光熱費削減

・取引先の要請対応

・・・

（目的）

測る

減らす

示す

排出削減に関する取組
目的の明確化

出典：各種資料を基にテクノバ作成

ステップバイステップで
取組を推進

自社・取引先を
取り巻く外部環境の
変化

・投資促進政策
・カーボンプライシング
・情報開示
・排出削減イニシアティブ
・取引先の要請
・・・

知る

自社を取り巻く環境の
把握・理解

動く
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• 排出量取引制度など国内での規制・制度の進展に加え、海外においても各種環境規制が講じられています。
• まずは、自社への直接的・間接的な影響有無について把握・理解を深めることが重要です。

社会ルールの全体像（国内/海外・官/民・義務/任意）

国内外の環境関連規制・制度の影響有無について理解を深める

• 日本では排出量取引制度（GX-ETS）、化石燃料賦課金、上場企業ではサステナビリティ情報開示などが進展。
• 海外においても、欧州連合（EU）での各種環境関連規制が進展。
• 企業規模・業種・業態、取扱品目等によって直接的な影響有無は異なるものの、取引先経由で間接的に影響が及ぶ可能性もあるため、

まずは、影響を受ける可能性がある制度について理解を深めることが重要です。

制度名称 国内/国外 公的/民間 義務/任意 運用中/運用予定（年） 主な対象

排出量取引制度（GX-ETS） 国内 公的 義務 運用予定（2026年） 大企業

化石燃料賦課金（炭素賦課金） 国内 公的 義務 運用予定（2028年） 大企業

炭素国境調整メカニズム（CBAM） 国外 公的 義務 運用中 輸出企業中心

その他EU規制（PPWR・エコデザイン・EUDR・電池） 国外 公的 義務 運用中 欧州展開企業中心

サステナビリティ開示基準（SSBJ） 国内・国外 公的 義務 運用予定（2026年） 大企業中心

再生可能エネルギー100％イニシアティブ（RE100）
/再エネ100宣言 RE Action

国内・国外 民間 任意 運用中 大企業/中小企業

CDP 国内・国外 民間 任意 運用中 大企業中心

科学的根拠に基づく削減目標（SBT） 国内・国外 民間 任意 運用中 大企業/中小企業

カーボンフットプリント（CFP） 国内・国外 公的・民間 任意 運用中 活用を希望する企業

J-クレジット制度 国内 公的 任意 運用中 活用を希望する企業

国内/海外における排出削減関連制度の例 （2026年1月時点）

出典：各種資料を基にテクノバ作成
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• 2026年度から本格稼働。制度開始当初に義務化対象となるのは、直接排出（Scope1）10万トン以上
の事業者です。

• 対象事業者においては、省エネルギー促進、再生可能エネルギー導入など排出削減に向けた先行投資を進め
ていくことが期待されています。

【制度各論】 日本の排出量取引制度（GX-ETS）

多排出企業では排出削減に向けた先行投資等の取組へ（1/2）

出典：経済産業省 GXビジョン2040（令和7年2月）
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf

排出量取引制度のイメージ
排出量取引制度の段階的発展

出典：産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 排出量取引制度小委員会 中間整理（令和7年12月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251
219_1.pdf

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf
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【制度各論】 日本の排出量取引制度（GX-ETS）

多排出企業では排出削減に向けた先行投資等の取組へ（1/2）

出典：産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 排出量取引制度小委員会 中間整理（令和7年12月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf

• GX-ETSでは、対象事業者に対し、排出削減に向けた中長期
的な取組の方向性を示す「移行計画」の提出が求められます。

• 移行計画には、制度の対象となる直接排出（Scope1）を中
心に、排出量の現状や今後の削減方針、必要な取組の方向
性等が整理されます。

• 事業者の判断により、取引先やサプライチェーン全体の状況を
踏まえ、間接排出（Scope2・3）についても言及される場合が
あります。

• こうしたことから、GX-ETSは大企業を主な対象とする制度ですが、
移行計画の策定・実行を通じて、取引関係を通じた間接的な
影響が中堅・中小企業に及ぶ可能性があります。

GX-ETS対象企業が提出する移行計画について

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf
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• 2028年度から、化石燃料の使用に伴うCO2排出量に応じた「化石燃料賦課金」が導入される予定。
• 中長期的な視点で省エネや再エネ導入等の投資促進が期待されています。

【制度各論】 化石燃料賦課金（炭素賦課金）

化石エネルギー利用に関する行動変容を考えるきっかけに

• 2028年度から、化石燃料の輸入事業者などに対して、輸入する化石燃料の使用に伴うCO2 排出量に応じた金額を輸入時に賦課する
「化石燃料賦課金」が導入される予定です。

• 排出削減につながる投資回収性は相対的に改善することが今後見込まれるため、自社内のエネルギー原価の把握や、自社製品・サービス
のエネルギー効率の観点からの見つめ直しなど、社会の化石エネルギー利用に関する行動変容について考えるきっかけに。

※カーボンプライシングは、炭素に対して価格を設定し、排出者の行動を変えるため
の政策手法。化石燃料賦課金や前述のGX-ETSはカーボンプライシングの一種。

出典：METI Journal ONLINE 「「排出量取引制度」って何？脱炭素の切り札をQ＆Aで基礎から学ぶ」
（2024年12月）
https://journal.meti.go.jp/policy/202412/36485/

出典：経済産業省 GXビジョン2040（令和7年2月）
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf

化石燃料賦課金

• 化石燃料の使用に伴う二酸化炭素排出量に応じた
金額を賦課するもの。

• 化石燃料の輸入事業等に支払い義務。転嫁を通じて
社会全体で、化石燃料の使用に伴うコストを負担。

化石燃料の需要家に対して、排出量取引よりも
広範に行動変容を促すことが可能。

https://journal.meti.go.jp/policy/202412/36485/
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
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• EU域内製品に課される炭素価格と同等の負担を、域外から輸入される対象製品にも求める制度です。
• EU域内に製品を輸出する際に、炭素排出量に応じて炭素価格が課されます。
• 簡素化措置によって小口輸入の多くは適用除外の見込みです。

【制度各論】 炭素国境調整メカニズム（CBAM）

2026年本格適用：EU域内への輸出品に係る影響（1/2）

※1 体化排出量（embedded emissions）：EU域外から域内に輸入された対象製品
の生産に伴う温室効果ガス排出量

※2 GHGの排出規制が厳しい国や地域で、企業が排出規制の緩い国や地域へ生産拠
点を移転し、結果的に地球全体での温室効果ガスの排出量が増加してしまう現象

• CBAM（炭素国境調整措置）は、EU域外からEU域内に輸入される特定
の製品を対象に、その生産過程における温室効果ガス排出量（体化排出
量※1 ）に着目して導入される制度です。

• EU域内の排出量取引制度（EU-ETS）との整合性を確保し、域内外での
炭素価格の差によるカーボンリーケージ※2 の防止することを目的としています。

• 2023年10月からは移行期間として、EU域内の輸入者に対し、対象製品の
体化排出量等に関する報告義務が課されており、2026年からは課金が開
始されます。

• 課金額は、輸入製品の体化排出量にEU-ETSの排出枠価格を基準とした
単価を乗じて算定され、原産国で既に炭素価格を支払っている場合には一
定の調整が行われます。

環境省 脱炭素ポータル 有村俊秀「炭素国境調整措置（CBAM）から読み解くカーボンプライシ
ング」（2023年12月26日）
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-02.html

EU CBAMの仕組み

ジェトロ「EU炭素国境調整メカニズム（CBAM）の解説（基礎編）（2024年2月）」
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/b56f3df1fcebeecd.html

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-02.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-02.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-02.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/b56f3df1fcebeecd.html


ダークグレー50％

R0 G0 B0

ダークグレー75％

R51 G51 B51

ダークグレー10％

R0 G0 B0

ダークグレー25％

R51 G51 B51

テクノバブルー / 100%

R0 G71 B157

テクノバブルー / 75%

R64 G117 B181

テクノバブルー / 50%

R128 G163 B206

テクノバブルー / 25%

R191 G209 B231

ブラック

R0 G0 B0

ダークグレー/文字色

R51 G51 B51

アクセントカラー / ブルー

R0 G140 B210

アクセントカラー / レッド

R250 G10 B60

テクノバブルー / 12.5%

R223 G232 B243

20/85

【制度各論】 炭素国境調整メカニズム（CBAM）

2026年本格適用：EU域内への輸出品に係る影響（2/2）

CBAMの対象産業

分類 カーボンリーケージのリスクが高い特定製品

鉄鋼
鉄鋼、鋼矢板（穴や組み合わせの有無を問わない）、および溶
接形鋼・鉄鋼製の貯蔵タンク、その他これに類する容器、鉄鋼
製のねじ・ボルト・ナット など

アルミニウム
アルミニウムの塊・アルミニウムの粉およびフレーク・アルミニウム製の
管・アルミニウム製のドラム、樽、缶、箱 など

肥料

硝酸および硫硝酸・無水アンモニア・アンモニア水・硝酸カリウム・
窒素肥料（鉱物性肥料および化学肥料）・肥料成分（窒素、
りん、カリウム）のうち 2つ以上を含有する肥料（鉱物性肥料お
よび化学肥料） など

セメント
セメントクリンカー・白色ポートランドセメント（人工着色の有無を
問わない）・アルミナセメント など

電力 電気エネルギー

化学 水素

• 規則上の義務主体は、対象製品をEU域外から輸入するEU域内の事業者です。
• EU域外の製造事業者は直接的な規制対象ではありません。
• 一方で自動車関連産業等のサプライヤーなどでは、製品によって、輸入者がCBAM対応を行う過程で体化
排出量データの提供を求められる可能性もあります。

CBAMの対象は、鉄鋼、アルミニウム、肥料、セメント、電力、水素など、EUが指定
する特定の製品・産業に限定されています。

制度上の義務主体はEU域内の輸入者であり、日本企業を含む域外の製造事業
者に直接的な課金義務が課されるものではありません。

一方で、EU域内の輸入者がCBAM対応を行うに当たり、輸出元である日本企業
に対して、製品の体化排出量に関する情報提供を求めるケースが想定されます。

このため、中小企業であっても、EU向けに対象製品、または対象品目に該当する
部材・部品を供給している場合には、取引先から排出量データの提示や算定方法
の説明を求められる可能性がある点に留意が必要です。

ジェトロ「EU炭素国境調整メカニズム（CBAM）の解説（基礎編）（2024年2月）」
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/b56f3df1fcebeecd.html

※実際に該当するかどうかはCNコードで確認が必要

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/b56f3df1fcebeecd.html
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• 欧州では、製品ライフサイクルまで踏み込む環境規制が導入・強化されつつあります。
• 製造業全般、例えば自動車関連産業では、電池規則やエコデザイン要件等を通じて、完成車メーカーから部
品・素材メーカーまで幅広く影響が及ぶ可能性があります。

【制度各論】 その他EU規制（PPWR・エコデザイン・EUDR・電池規則）

製品ライフサイクルに及ぶ環境関連規制の動き

規制 内容 ※開始予定の内容含む

包装・包装廃棄物
規則（PPWR）

• 過剰包装の禁止、リサイクル可能設計の義務、プラスチック包装のリサイクル材使用義務、特定の有害物質（PFAS、重金属）の含有制限
などが段階的に強化され、日本企業も対応必須。

持続可能な製品
のエコデザイン要件
の枠組規則
（ESPR）

• 製品の設計段階から持続可能性を義務化する仕組み。エネルギー効率だけでなく、耐久性・修理容易性・再生材利用・有害物質管理など、
製品の環境性能を包括的に改善する要件を課す。

• デジタル製品パスポート（DPP）でサプライチェーン全体を可視化する。材料・成分・修理情報・リサイクル手順などをデジタルで一元管理し、
トレーサビリティと透明性を強制的に高める仕組みを導入。

EU森林破壊防止
規則（EUDR）

• EUに輸出する特定7品目（牛・カカオ・コーヒー・パーム油・ゴム・大豆・木材等）とその派生製品は、2020年12月31日以降に森林破壊して
いない土地で生産されたことを地理情報と合法性で証明するデューデリジェンスが必須。製品が森林破壊に関与しないことの確認を企業に義
務づけている。

• 日本企業も実質的に対応が求められる（EU輸入事業者の義務だが、サプライチェーンで生産地の正確な位置情報・合法性・森林破壊フ
リー証明の提供を求められる）。EU域内で上市する事業者が提出義務を負うが、証明に必要な情報は日本側からの提供が不可欠。提供
できなければEU域内で流通不可。

電池規則

• EU市場で流通するあらゆる電池に対し、GHG排出量（CFP）・LCA・再生材含有率・電池パスポート・原材料デューデリジェンスを義務化す
る包括規制。

• 電池を搭載した製品の輸出で対象となり、EV・電子機器メーカーに加え、部品・素材サプライヤーまで情報提供とデューデリジェンス対応を求
められる。

EUの環境関連規制の例

出典：各種公表資料を基にテクノバ作成
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• 上場企業を対象に、気候変動をはじめ企業価値に影響する持続可能性に関する情報開示ルールが整備され
ています。

• 有価証券報告書におけるサステナビリティ関連の情報開示の制度整備に伴い、サステナビリティの柱の一つ
として、気候変動に関する情報開示についても進展していくことが想定されます。

【制度各論】 サステナビリティ開示基準（SSBJ）

有価証券報告書における情報開示が順次進展（1/2）

サステナビリティ開示基準（SSBJ基準）

出典：金融庁 サステナビリティ基準委員会 SSBJ基準の概要（2025年4月）
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg
/shiryou/20250421/01.pdf

サステナビリティ開示の概観

出典：金融庁 サステナビリティ情報の開示に関する特集ページ
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html

※SSBJ基準は、国際的に統一されたサステナビリティ情報開示の基準
（ISSB基準）に整合して作成された、日本の情報開示基準です。

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/shiryou/20250421/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/shiryou/20250421/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
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【制度各論】 サステナビリティ開示基準（SSBJ）

有価証券報告書における情報開示が順次進展（2/2）

出典：金融庁 サステナビリティ情報の開示に関する特集ページ
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html

• 適用義務化は時価総額の大きい上場企業
（2027年3月期に適用となるのは時価総額3兆円
以上）で、適用範囲は順次拡大します。ただしプ
ライム上場企業の範囲のため、対象は大企業に限
られます。

• 制度対象でないサプライチェーン企業に直接義務が
及ぶ制度ではありませんが、大企業が自社の取引
先に情報開示を要請する動きにつながる可能性が
あります。

開示基準適用等に向けたロードマップ

https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability-kaiji.html
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• 再生可能エネルギー導入促進は、世界的な潮流となっています。
• グローバル/大手企業のみならず地域企業での取組も生まれています。

【制度各論】 再生可能エネルギー100％イニシアティブ（RE100）/再エネ100宣言 RE Action

再生可能エネルギー導入促進を目指す取組（1/3）

• 再生可能エネルギー導入を目指す世界的な枠組である「RE100」には、日本企業も多数参加しています。
• 大手企業だけでなく、中小企業向けの「再エネ100宣言 RE Action」など参加しやすい枠組もあります。

出典：環境省「はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）」（2025年3月）
https://www.env.go.jp/content/000194869.pdf

RE100 RE Action

https://www.env.go.jp/content/000194869.pdf
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【制度各論】 再生可能エネルギー100％イニシアティブ（RE100）/再エネ100宣言 RE Action

再生可能エネルギー導入促進を目指す取組（2/3）

加山興業株式会社（名古屋市）

出典：中部経済産業局 中部地域の省エネ応援サイト 企業事例 https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/32/index.html
 再エネ100宣言 RE Action 加山興業株式会社 https://saiene.jp/members/id-re00071/
 加山興業株式会社HP https://kayama-k.co.jp/

加山興業のRE Action目標設定・達成状況

愛知県名古屋市 産業廃棄物収集運搬業ほか

151名
（2025年9月時点）

2020年

2023年
2020年度：72％
2021年度：74％
2022年度～：100％

地域企業が再エネ100%達成を通じた自社サービスの付加価値向上に取り組む事例があります。

所在地 業種

従業員
RE Action

参加年

再エネ100％
達成目標年

再エネ率
の推移

事業の概要

• 廃棄物の運搬から処理までを一気通貫で行うリサイクル業者

• 付加価値の高い資源循環サービスが提供できるリサイクル業者と
なるよう、サステナビリティの考え方を経営に統合することと並行し
て、カーボンニュートラルへの取組にも着手

• 中部地域のリサイクル業者として初めて中小企業版SBT認定を取
得した後、RE100達成、CO2排出量の少ない燃料への転換、ディ
マンドのピークを下げる取組等を通じて、 CO2 排出量の原単位平
均は同業者の約60％減となっている
（中部経済産業局「中部地域の省エネ応援サイト 企業事例」より抜粋）

https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/33/index.html
https://saiene.jp/members/id-re00071/
https://saiene.jp/members/id-re00071/
https://saiene.jp/members/id-re00071/
https://kayama-k.co.jp/
https://kayama-k.co.jp/
https://kayama-k.co.jp/
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自社のRE100を達成したグローバル企業が、サプライチェーン企業に再エネ導入を求める動きも。

【制度各論】 再生可能エネルギー100％イニシアティブ（RE100）/再エネ100宣言 RE Action

再生可能エネルギー導入促進を目指す取組（3/3）

出典：資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回会合）資料2「エネルギーを巡る最近の動向について」（2025年12月25日）
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2025/070/070_005.pdf

• IT・電機、製造業、自動車分野などのグローバル企業に
おいて、サプライチェーン全体での排出削減や再生可能
エネルギー導入を重視する動きが見られます。

• こうした動きを背景に、取引先企業に対しても、排出量
データの提供や再エネ導入状況の開示を求めるなど、サ
プライチェーンを通じた対応が進みつつあります。

• このため、特定の取組や枠組に参加していない企業で
あっても、取引関係を通じて、再エネ導入や排出量対
応を求められる可能性があります。

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2025/070/070_005.pdf
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• CDPは、企業の環境課題への取組を質問書形式でヒアリングし、情報開示を促進する枠組です。
• 対象となる企業は東証プライム上場企業が中心です。

【制度各論】 CDP

投資家が求める情報開示と評価付け

CDPにおける企業の情報開示フロー

• CDPは、企業の環境課題への取組状況について、質問書形式で情報開示を促
す、民間の国際的な情報開示枠組です。

• 気候変動をはじめ、環境分野における排出量や取組内容を整理・開示し、投資
家等が比較・評価できる共通の情報基盤として活用されています。

• 回答内容は一定の基準に基づき評価・スコア化され公表されますが、制度上の義
務ではなく任意の取組です。

• 一方で、投資家や金融機関においてCDPの情報が参照されるケースも多く、企業
にとっては自社の取組を整理・説明する手段の一つとして位置づけられています。

CDP（質問書・スコア）

企業

投資家・金融機関

参照・評価

回答
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• SBTは、企業がパリ協定に整合する科学的根拠に基づき、温室効果ガス排出削減目標を設定する枠組です。
• 設定した目標は、SBTイニシアティブ（SBTi）により検証・認定されます。

【制度各論】 科学的根拠に基づく削減目標（SBT）

ネットゼロに向けた目標設定

• SBT参加社数は増加、日本企業の参加も拡大中。
• 中小企向け要件はScope1・2中心で始めやすく、企業にとって取引先とのコミュニケーションや説明の一助となる場合があります。

中小企業向けSBT及び通常SBTの概要
中小企業向けSBT 通常SBT

目標年 申請から5～10年 申請から5～10年

基準年 2015年以降 2015年以降

範囲

Scope1・2
Scope３:任意で設定可能だが目標検証対
象外（ただし測定・削減の意思表目は必要）
• ネットゼロ目標の場合はScope3も含む

Scope1・2・3
• Scope3の目標設定は、Scope3排出量が全
体の40％以上を占める場合のみ必要

設定可能
目標

短期目標
短期維持目標
ネットゼロ目標

短期目標
ネットゼロ目標

料金
短期目標：1,250米ドル
ネットゼロ目標：1,250米ドル

短期目標：11,000 米ドル
ネットゼロ目標：11,000 米ドル
（スタンダードティア料金）

プロセス
中小企業専用の目標設定フォームを使用
あらかじめ定義された検証オプション（ポータル
上）から選択する形で目標を設定可能

目標申請フォームを使用
目標は自社で策定する必要

SBTの参加企業推移

出典：環境省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム 排出量削減目標の設定
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/decarbonization_05.html

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/decarbonization_05.html
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【制度各論】 科学的根拠に基づく削減目標（SBT）

中部地域企業のSBT認定取得事例

河村産業株式会社（三重県四日市市）

出典：中部経済産業局 中部地域の省エネ応援サイト 企業事例
https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/35/index.html
https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/39/index.html

サハシ特殊鋼株式会社（名古屋市）

地域企業がSBT認定取得をする事例があります。

https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/35/index.html
https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/39/index.html
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• 自社の製品のサプライチェーン上（原材料調達・生産・流通・販売・使用・廃棄等）のGHG排出量の見える
化に向けた取組が進みつつあります。

【制度各論】 カーボンフットプリント（CFP）

製品のCO2排出量を測定・表示する試み（1/2）

• CFPは、自社の製品のサプライチェーン上におけるCO2 排出量を、ライフサイクルアセスメント（LCA）の観点から算出するものです。
• 一部製品・業界から先行して、CFPの算定ルールやその活用に向けた取組が始まりつつあります。

出典：経済産業省 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントを巡る動向（令和5年9月）
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/LCA_CFP/cfp.pdf

カーボンフットプリント（CFP）の役割 CFPレポート

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/LCA_CFP/cfp.pdf
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【制度各論】 カーボンフットプリント（CFP）

製品のCO2排出量を測定・表示する試み（2/2）

• 2023年5月に策定されたCFPガイドラインでは、今後の方向
性として3つが挙げられました。

1. 国内CFPルール等の環境整備
2. グリーン調達の仕組みの構築
3. 中小企業を中心とした取組支援

• 経済産業省では、製品別の算定ルール策定支援事業を行
い、先進例の創出を目指す取組をこれまでに行っています
（令和5・6年度「製品別算定ルール策定支援事業」。文
具・事務用品、コピー用紙および印刷用紙、オフィス家具、
ソフトウェア等）。

CFPに関する施策の今後の方向性

出典：経済産業省 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントを巡る動向（令和5年9月）
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/LCA_CFP/cfp.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/LCA_CFP/cfp.pdf
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【制度各論】 カーボンフットプリント（CFP）

（参考）石川県「いしかわCFP算定モデル」

出典：令和7年度石川県環境審議会 第１回持続可能な社会形成部会 石川県資料
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kankyo/pp/kankyou_shingikai/r07/documents/shiryo_jizoku.pdf

• 「いしかわCFP算定モデル」はグリーンCPS協議会と石川県内
企業の連携による、CFP算定のモデル構築を目指した取組。

• 2025年度には、業種ごとのモデル企業とそのサプライチェーン
企業におけるCFPを算定・モデル化する事業を実施。成果は
セミナー等を通じて周知される予定です。

「いしかわCFP算定モデル」のモデル事業概要

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kankyo/pp/kankyou_shingikai/r07/documents/shiryo_jizoku.pdf
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排出削減・吸収量をクレジットとして認証する制度を活用して、他者と連携した排出削減活動が可能です。

【制度各論】 J-クレジット制度

他者との連携による排出削減（カーボンオフセット）の取組

• J-クレジット制度は、省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用によるCO2 等の排出削減量や、適切な森林管理等によるCO2

の吸収量を「クレジット（カーボンクレジット）」として国が認証する制度です。
• クレジット創出者（プロジェクト実施者）は、設備投資の一部を、クレジットの売却益によって補い、投資費用の回収やさらなる投資に活用

できます。
• クレジット活用者は、自社のGHG排出量の削減に当該クレジットを活用することで、環境貢献へのPRや製品・サービスの差別化・ブランディン

グなどにつなげることが期待されています。

出典：中部経済産業局 J-クレジットの概要
https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/index.html

J-クレジットの概要

J-クレジットの価格推移

出典：J-クレジット事務局 第41回J-クレジット制度運営委員会資料（2025年12月18日）
https://japancredit.go.jp/steering_committee/01/#steering41

https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/index.html
https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/index.html
https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/index.html
https://japancredit.go.jp/steering_committee/01/#steering41
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【制度各論】 J-クレジット制度

中部地域企業のクレジット活用事例

出典：中部経済産業局 中部地域のクレジット創出・活用事例
https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/jirei/jirei.html

有限会社志村プレス工業所（愛知県小牧市） マルト株式会社（石川県小松市）

*J-VERはJ-クレジット制度の前身制度によるクレジット名称

https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/jirei/jirei.html
https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/jirei/jirei.html
https://www.chubu.meti.go.jp/d34j-credit/jirei/jirei.html
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脱炭素は単なる「対応を迫られるテーマ」に留まらず、「企業存続・企業価値に関わるテーマ」になりつつあります。

まとめ

GHG排出削減を巡る外部環境の変化まとめ

• まずは「排出量を把握し、求め
られた際に説明できる状態を
整えておく」ことが、取引先との
円滑なコミュニケーションにつな
がる

• すべての規制・制度対応が必
要とは限らない

 → まずは自社に関連するもの
の把握・理解が重要

• 排出削減対応は、エネル
ギーや資源の有効利用とも
密接につながる取組

 → 生産性・業務改善・コス
ト管理など、通常業務の
延長線で、「ムリなく・段階
的に」考えていくことも一案

• 社会 → 取引先→ 自社へと
影響が波及することを想定。
自社の発展（強みや差別
化、価値創造）につなげる
視点で考えていくことが重要

取引先との共通言語
／信頼・評価の向上

取引持続・強化
新たな企業価値（競争力）の

切り口に

排出削減関連規制・制度の整備に伴い、
グローバル/大手企業を中心に影響・対応が進展

サプライチェーン（取引先）経由で地域企業にも波及する可能性

地域の中堅・中小企業にとっても
脱炭素対応は「守り」であり「攻め」のテーマとなりつつある

国内の動き
 GX-ETS/化石燃料賦課金等

• グローバル/大手企業での排出削減関連投資
• サプライチェーン（取引先）経由で地域の中堅・中小企業にも影響が及ぶ可能性も

海外の動き（欧州ほか）
CBAM/電池規則/PPWR等

• 原材料～製造～廃棄・リサイクルを含めた環境関連規制・制度の進展
• 輸出企業から取引先への影響波及可能性も

開示・評価の仕組み
 サステナビリティ情報開示/CDP等

• 排出削減取組の社会への開示要請の高まり
• 大手企業のサプライチェーン全体での排出削減活動機運の高まり

排出削減取組を促す制度・仕組み
 RE100/SBT/CFP/カーボンクレジット等

• 目標設定、認証などのツール整備も順次進展
• 自社の状況に応じて活用を追求することが有意義

出典：各種資料を基にテクノバ作成
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２．調査結果
（２）GHG排出削減に寄与するプロダクトやソリューション

のニーズ（事業機会）の俯瞰的な整理
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中部経済産業局管内の主要な業界および企業を主な対象とし、
① Scope1・2・3の排出量の傾向と課題を整理した
② 上記の結果を踏まえ、デスクトップ調査で管内の先行取組事例を抽出し、GHG排出量の削

減に向けた様々なアプローチについて企業規模や企業連携の視点で整理した

目的

目次

• GHGプロトコルに基づく直接排出・間接排出（Scope1～3）を踏まえ、企業のGHG排出削
減に資するプロダクトおよびソリューションに関するニーズを整理し、事業機会の全体像を俯瞰的
に明らかにする。

• 各Scopeの排出特性を踏まえ、排出削減に向けた方向性（ニーズ）を分析するとともに、産
業部門・業務部門において企業が直面する課題と、それに対応するプロダクト・ソリューションの具
体的な活用イメージを整理する。

観点1  業界別GHG排出量の比較
観点2   Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理
観点3   排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例

実施
内容

（２） GHG排出削減に寄与するプロダクトやソリューションのニーズ（事業機会）の俯瞰的な整理

目的と実施内容 
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• 業界ごとのGHG排出構造をみると、サプライチェーン（取引先）での排出（Scope３）の割合が高い業界が多く、大手企業自身の取組努力に加え、サプライ
チェーン（取引先）企業との連携・協働が、全体としてのカーボンニュートラルに向けた“鍵”となっている。

• GHG排出削減に向けた取組事例をみると、中堅・中小企業では、原材料・素材の低炭素化や製品の軽量化・省資源化、物流効率化、リサイクル・再生利用
など、排出削減につながる多様な取組事例が存在。

• また、単なる排出削減に留まらず、排出削減努力/成果を、自社にとっての新たな価値（コスト競争力強化、差別化、新事業創出等）や、顧客に対する価値
提供（提供可能な製品拡大、環境負荷低減の提案等）につなげるなどの事例も存在。

（２） GHG排出削減に寄与するプロダクトやソリューションのニーズ（事業機会）の俯瞰的な整理

調査結果の概要

観点 ポイント

観点1
業界別GHG排出量の比較

• 自社からの排出（Scope1・2）と比較して、Scope３（カテゴリ１（購入した製品・サービス）、カテゴリ
11（販売した製品の使用）、12（販売した製品の廃棄））の割合が高い業界が多い。

観点2
Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ
整理

• 大企業では、Scope1及びScope2削減に加え、Scope3カテゴリ1（購入した製品・サービス）、カテゴリ
11（販売した製品の使用）など、サプライチェーン全般で取組事例が見られる。

• 中堅企業・中小企業では、原材料・素材の低炭素化や製品の軽量化・省資源化など、Scope3カテゴリ1
（購入した製品・サービス）や、物流効率化等のカテゴリ4・9（輸送および配送）、リサイクル・再生利用
等のカテゴリ12（販売した製品の廃棄）削減につながる取組事例が比較的多く見られる。

観点3
排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企
業の取組事例

• エネルギーコスト低減（製造原価低減・採算性向上）による提供可能製品の拡大
• 電力コスト低減による経営基盤強化と成長投資（投資原資確保）
• 顧客のScope3排出削減貢献を通じた提供製品の差別化
• 顧客のScope3排出削減貢献と自社の活動領域拡大（資源循環・アップサイクル）
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観点1
業界別GHG排出量の比較
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観点1 業界別GHG排出量の比較

Scope1・２とは

Scope１ 自社での燃料の使用等における直接的な排出のこと

Scope２ 購入した電気等のエネルギーに伴う間接的な排出のこと

電力会社など
化石燃料を燃焼させ
電気や熱などを創出

電気など供給

Scope1 直接排出
自社での燃料の使用や

工業プロセスによる直接排出

Scope2 間接排出
自社が購入した電気・熱・蒸気等の
エネルギー使用に伴う間接排出
（電力会社に変わり自社排出分として試算）

自社で燃焼した

都市ガス LPガス
A重油 軽油
灯油 ガソリン

自社で使用した

電気 熱
冷水 蒸気

出典：各種資料を基にテクノバ作成
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観点1 業界別GHG排出量の比較

Scope3とは

Scope1 直接排出

Scope2 間接排出

Scope3

その他の間接的な排出

原料調達・物流・販売などサプライチェーンで発生する
自社の事業活動に関連した他社の排出

カテゴリ１3

カテゴリ１2

カテゴリ１1

カテゴリ9

カテゴリ１0

カテゴリ１5カテゴリ6 カテゴリ7 カテゴリ8 カテゴリ14カテゴリ5

カテゴリ4

カテゴリ3

カテゴリ１

カテゴリ２

購入した製品・サービス

事業から出る廃棄物

輸送・配送（上流）

Scope1・2に含まれない
燃料エネルギー関連活動

資本財

雇用者の通勤出張 投資 リース資産（下流）リース資産
（上流）

フランチャイズ

販売した製品の廃棄

販売した製品の使用

販売した製品の加工

輸送・配送（下流）

出典：各種資料を基にテクノバ作成
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• 中部地域における各業界のGHG排出状況を把握するため、中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議の会員企業等を参
考に、下記の各社の2025年10月10日時点の公開情報（サステナビリティレポート等）に基づき、Scope1・2・3の取組状
況を整理した。

• なお、本項の分析に際しては、各社の情報開示の相違（ホールディングスの場合等、企業体によって開示範囲が異なる等）
があることから、各業界の概況を大まかに把握することを主な目的として、同一業界内でScope1・2・3の排出傾向が近い企
業を選定している。したがって、各業界の傾向を必ずしも正確に示しているとは限らず、あくまでも目安として参照されたい。

観点1 業界別GHG排出量の比較

中部地域の主要業界におけるGHG排出構造分析

業界 企業名 公開情報（URL）

①自動車 トヨタ自動車(株) https://global.toyota/pages/global_toyota/sustainability/report/sdb/sdb24_jp.pdf

②自動車部品

(株)アイシン https://www.aisin.com/jp/sustainability/report/pdf/aisin_ar2025_a3.pdf

(株)デンソー https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/library/environment-data/

(株)豊田自動織機 https://www.toyota-shokki.co.jp/sustainability/item/Performance_Data_Environmental_J.pdf

(株)ジェイテクト https://www.jtekt.co.jp/sustainability/environment/management.html

③化学
三菱ケミカル(株) https://www.mcgc.com/sustainability/data24.pdf

東亜合成(株) https://www.toagosei.co.jp/ir/item/2025gr.pdf

④鉄鋼（高炉）
JFEエンジニアリング(株) https://www.jfe-holdings.co.jp/common/pdf/investor/library/group-report/2025/all.pdf

日本製鉄(株) https://www.nipponsteel.com/common/secure/ir/library/pdf/nsc_jp_ir_2025_all_interactive.pdf

⑤鉄鋼（電炉）
愛知製鋼(株) https://www.aichi-steel.co.jp/_assets/dl/ir/library/integrate_report/2025/2025_all.pdf

大同特殊鋼(株) https://www.daido.co.jp/common/pdf/pages/sustainability/data/20250818_co2_data.pdf

⑥セラミックス
イビデン(株) https://www.ibiden.co.jp/esg/data/environment/

日本ガイシ(株) https://www.ngk.co.jp/sustainability/pdf/2024/environment-date2024.pdf
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• GHG排出構造は業界ごとに特徴があるものの、自社からの排出（Scope1・2）と比較して、Scope３（カテゴ
リ１（購入した製品・サービス）、カテゴリ11（販売した製品の使用）、12（販売した製品の廃棄）の割合が
高い業界が多い

Scope1・2・3排出内訳（各社平均） Scope3排出内訳（各社平均）

観点1 業界別GHG排出量の比較

中部地域の主要業界におけるGHG排出構造分析

自動車

自動車部品

化学

鉄鋼（高炉）

鉄鋼（電炉）

セラミックス

自動車

自動車部品

化学

鉄鋼（高炉）

鉄鋼（電炉）

セラミックス

カテゴリ１

カテゴリ１

カテゴリ１

カテゴリ１

カテゴリ１

カテゴリ１ カテゴリ11

カテゴリ11

カテゴリ11

カテゴリ12

出典：各種資料を基にテクノバ作成 ※42頁の留意事項について参照のこと
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観点1 業界別GHG排出量の比較

中部地域の主要業界におけるGHG排出構造分析

業界
GHG排出状況（ポイント）

Scope1・2 Scope3

①自動車 • Scope1・2の割合は比較的小さい
• カテゴリ11（販売した製品の使用）の割合が大きいほか、カテ

ゴリ１（購入した製品・サービス）も一定の比率を占める

②自動車部品 • Scope1・2の割合は比較的小さい
• カテゴリ11（販売した製品の使用）の割合が大きいほか、カテ

ゴリ１（購入した製品・サービス）も一定の比率を占める

③化学
• GHG排出の約3割はScope1と2が占める
• Scope1の割合が他業界と比較して大きい

• カテゴリ1（購入した製品・サービス）、カテゴリ11（販売した製
品の使用）、カテゴリ12（販売した製品の廃棄）など

鉄鋼

④高炉
• 約8割をScope1とScope2が占めており、特にScope1の割合

が極めて大きい
• カテゴリ1（購入した製品・サービス）が約8割を占める

⑤電炉
• Scope1・2で4割弱を占めており、Scope2の割合も一定程度

を占める
• カテゴリ1（購入した製品・サービス）が約7割を占めるほか、カ

テゴリ10（販売した製品の加工）も一定の割合を占める

⑥セラミックス
• Scope1・2は2割弱だが、自動車・自動車部品と比較してその

割合が大きい
• カテゴリ1（購入した製品・サービス）とカテゴリ11（販売した製

品の使用）が大宗を占める

出典：各種資料を基にテクノバ作成 ※42頁の留意事項について参照のこと
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• 各業界は2030年のGHG削減目標を基に省エネや電化、燃料転換、資源循環、CCUSなどを段階的に導入し、
2050年のCN達成と産業競争力維持を目指す行動計画を策定している

観点1 業界別GHG排出量の比較

（参考）各業界団体のCN行動計画（概要）

業界
2030年目標

（主にScope1・2）
2050年CN実現に向けた

目標・ビジョン
2030年～2050年の主要課題 目標達成までの主なアプローチ例

自動車
国内事業活動の排出総量：
463万t-CO2

（2013年比▲38%）

2050年CN実現に全力で挑戦
（CN電力の安価・安定供給が大前
提、政策・財政支援の必要性）

①走行時だけでなくLCAでのCN対応が必要 
②CN電力の供給制約/コストが前提条件  
③技術ブレークスルーの不確実性 

• 多様な電動車（HV/PHV/EV/FCV等）の最適普
及（エネルギー事情に応じた選択肢） 

• 燃費改善・次世代車普及（統合的アプローチ）  
• 工場側：省エネ、再エネ拡充、未利用熱活用等 

自動車
部品

国内事業活動のScope1・2：
2013年比▲46%以上削減

2050年CN実現を見据え、サプライ
チェーン全体での対応・国際競争力/
雇用維持を重視（前提：国際競
争力ある脱炭素エネルギー政策） 

①裾野が広く中小企業比率が高いため支援と標準化が不
可欠  
②電動化で影響大（事業転換と効率化の両立）  
③Scope3算定・ルール整備／コスト増（価格転嫁） 

• 業界の支援ロードマップ（準備→実行→成果創出）
• 業界統一のCO2算定ルール構築・浸透（国際整合も
視野） 

• 省エネ/再エネ/IoT活用の横展、仕入先への働きかけ 

化学
国内事業活動のCO2排出
（絶対量）：2013年度比
▲32% 

2050年CN実現×循環型社会を成
長機会と捉え、原料由来＋エネル
ギー由来の両面で削減（CCU・ケミ
カルリサイクル等を含む） 

①原料由来/エネルギー由来の二重構造（両方対策が必
要） 
②設備更新・革新技術の社会実装に時間と資本が必要  
③サプライチェーン削減貢献（cLCA等）の説明責任 

• 原料の炭素循環化（CCU、ケミカルリサイクル等） 
• CN燃料/エネルギー転換（製造エネルギーの脱炭素
化） 

• 革新技術：ナフサ分解炉高度化、廃プラ/廃ゴム由来
化学品、CO2原料化等 

鉄鋼
（全体）

2030年度のエネルギー起源
CO2：2013年度比▲30%

2050年CN実現に向け、
COURSE50等＋CCUS→水素還
元製鉄へ複線的推進（スクラップ利
用拡大等も組合せ）  

①CN実現は不確実性が高く複線対応が必須  
②ゼロエミ水素・ゼロエミ電力の大量・安価・安定供給がボ
トルネック  
③CCUSの社会実装と追加コスト（設備・運用） 

• トランジション：高炉CO2抜本削減（COURSE50
等）＋CCUS  

• 革新：水素還元製鉄の確立・導入  
• 並行：スクラップ利用拡大、未利用熱活用等の総動
員 

セラミックス
(ファイン

セラミックス）

生産活動のGHG削減・ネットゼ
ロ化に向けた方策（CC含む）
が中心

JFCAカーボンニュートラルビジョン（事
業活動の排出削減＋製品/サービス
でCN社会に貢献） 

①個社対応に加え、業界横断の協働・エンゲージメントが
必要
②生産側削減と社会貢献（製品価値）の両輪整理が
必要

• （生産）省エネ・電化等に加え、カーボン・キャプチャー
を含むネットゼロ化方策の検討

• （社会貢献）CN社会に資する製品・サービスによる
貢献の拡大 

CN:カーボンニュートラル、CCUS：CO₂回収・利用・貯留の総称、CCU:回収CO₂の資源化・再利用、CCS：回収CO₂の地下貯留
出典：経団連（経団連CN行動計画：個別業種編）および各業界団体（JAMA／JAPIA／JCIA／JISF／JFCA）の公開情報をもとにテクノバで整理
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観点2
Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理
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• Scope1・2・3の削減に向けて、どういったアプローチが可能か（事業機会としての可能性）を明らかにすることを目的に、
公開情報（主にプレスリリース等）を基に、現在行われている取組（製品・サービス・取組アプローチ）を収集・整理した。

• 以下、本項では、観点１の業界でのGHG排出構造分析を踏まえ、 Scope1・2及び3（カテゴリー1、4、9、11、12）に
着目し、中部経済産業局管内（愛知県、三重県、岐阜県、石川県、富山県）に本社および事業所を有する企業を対象
として、公開情報のキーワード検索により収集した296件の取組を収集・分析している。
※ 収集可能な公開情報ベースでの情報収集・分析であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。

観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

中部経済産業局管内の企業による具体的取組の分析

296件

収集・分析した排出削減取組（296件）の企業規模別内訳（件数）

※ １社で複数の取組をカウントしているものが含まれており、件数＝社数とはならない

区分 主な根拠法令・資料 定義

中小
企業

中小企業基本法
（中小企業庁）

業種別に資本金または従業
員数のいずれかを満たす企業
（例）製造業 ：資本金 3
億円以下、または従業員数
300人以下

中堅
企業

経済産業省
中小企業に該当せず、常時
使用従業員数が2,000人以
下の企業

大企業 中小企業基本法
中小企業に該当せず、従業
員数2,000人超の企業

中小企業・中堅企業・大企業の区分
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アクセントカラー / レッド

R250 G10 B60

テクノバブルー / 12.5%

R223 G232 B243

48/85

今回収集した事例（296件）について、企業規模別に取組傾向をみると、
• 大企業では、Scope1及びScope2削減に加え、Scope3カテゴリ1（購入した製品・サービス）、カテゴリ11（販売した製品の使用）など、

サプライチェーン全般で取組事例が見られる。
• 中堅企業・中小企業では、原材料・素材の低炭素化や製品の軽量化・省資源化など、Scope3カテゴリ1（購入した製品・サービス）や、

物流効率化等のカテゴリ4・9（輸送および配送）、リサイクル・再生利用等のカテゴリ12（販売した製品の廃棄）削減につながる取組事
例が比較的多く見られる。

観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較

a. アプローチ件数（件） b. アプローチ内訳（％）

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較 Scope１（燃料の使用や工業プロセスによる直接排出）

全企業 大企業 中堅企業 中小企業

エネルギー効率改善 22 17 3 2

プロセス・工程転換 35 32 0 3

燃料転換 31 28 1 2

電化 15 13 1 1

活動量削減 4 3 0 1

CCUS 9 8 0 1

合計
（削減アプローチ）

116 101 5 10

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
また事例１件につき、複数の削減アプローチが含まれる場合があるため、件数の解釈には注意を要する。

今回収集した事例（296件）のうち、 Scope1削減に関する取組（60件/116削減アプローチ）の内訳をみると、
大企業での取組事例数が太宗（101アプローチ）を占めており、エネルギー効率改善（省エネ）の取組や、プロセス・工程転換や燃料転換
の取組等が多い。また、電化、CCUS等を含めて多様な取組が進展している様子がみられる。

削減
アプローチ

企業規模



ダークグレー50％

R0 G0 B0

ダークグレー75％

R51 G51 B51

ダークグレー10％

R0 G0 B0

ダークグレー25％

R51 G51 B51

テクノバブルー / 100%

R0 G71 B157

テクノバブルー / 75%

R64 G117 B181

テクノバブルー / 50%

R128 G163 B206

テクノバブルー / 25%

R191 G209 B231

ブラック

R0 G0 B0

ダークグレー/文字色

R51 G51 B51

アクセントカラー / ブルー

R0 G140 B210

アクセントカラー / レッド

R250 G10 B60

テクノバブルー / 12.5%

R223 G232 B243

50/85

今回収集した事例（296件）のうち、Scope2削減に関する取組（44件/111削減アプローチ）の内訳をみると、
• 大企業では、より排出係数の低い電力への切替（調達先変更や再エネ導入）に加え、電力使用の最適化など様々な取組がみられる。
• 中堅企業・中小企業では、再生可能エネルギー導入を中心に取組事例がみられるほか、中小企業では運用改善（省エネ）の取組割合も

高い。

観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較 Scope２（購入した電気・熱・蒸気等のエネルギー使用に伴う間接排出）

全企業 大企業 中堅企業 中小企業

電気効率の改善 13 9 0 4

電力使用の最適化・
制御

12 8 0 4

オンサイト再エネ（自
家消費）

14 8 4 2

オフサイト再エネ調達 26 14 7 5

環境価値の活用 5 3 2 0

電力の低炭素化・調
達先転換

41 25 10 6

合計
（削減アプローチ）

111 67 23 21

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
また事例１件につき、複数の削減アプローチが含まれる場合があるため、件数の解釈には注意を要する。

削減
アプローチ

企業規模
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較 Scope3 カテゴリ1（購入した製品・サービス）

全企業 大企業 中堅企業 中小企業

① 原材料・素材の
低炭素化

63 30 17 16

② 製造プロセスの
低炭素化（仕入れ
先・自社）

58 29 14 15

③ 製品の軽量化・
省資源化

26 15 8 3

合計
（削減アプローチ）

147 74 39 34

今回収集した事例（296件）のうち、Scope3 カテゴリ1（購入した製品・サービス）削減に関する取組（96件/147削減アプローチ）の内
訳をみると、
• 大企業・中堅企業では、原材料・素材の低炭素化や、製造プロセスの低炭素化（仕入先・自社）、製品の軽量化・省資源化などのアプ

ローチがそれぞれみられる。
• 中小企業においては、原材料・素材の低炭素化や、製造プロセスの低炭素化（仕入先・自社）の割合が高い。

削減
アプローチ

企業規模

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
また事例１件につき、複数の削減アプローチが含まれる場合があるため、件数の解釈には注意を要する。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較 Scope3 カテゴリ12（販売した製品の廃棄）

全企業 大企業 中堅企業 中小企業

自動車・建材の資
源循環

11 7 0 4

アルミの再生 6 1 3 2

樹脂・ゴムの再生 14 8 2 4

包装材・プラスチッ
クの循環

6 4 2 0

副生成物・産廃の
再資源化

10 4 2 4

繊維 1 1 0 0

合計
（削減アプローチ）

48 25 9 14

今回収集した事例（296件）のうち、Scope3 カテゴリ12（販売した製品の廃棄）削減に関する取組（31件/48削減アプローチ）の内訳
をみると、
大企業・中堅企業・中小企業いずれにおいても、部素材の再生利用や再資源化に関する様々な取組がみられる。

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
また事例１件につき、複数の削減アプローチが含まれる場合があるため、件数の解釈には注意を要する。

削減
アプローチ

企業規模
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較 Scope3 カテゴリ4・９（輸送及び配送）

全企業 大企業 中堅企業 中小企業

① モーダルシフト・低
炭素車両

8 6 1 1

② 物流効率化・地産
地消

21 10 4 7

③ グリーン燃料・電化
の段階導入

7 5 0 2

④ サービス化・可視
化

8 3 1 4

合計
（削減アプローチ）

44 24 6 14

今回収集した事例（296件）のうち、Scope3 カテゴリ4・９（輸送及び配送）削減に関する取組（28件/44削減アプローチ）の内訳をみ
ると、
大企業・中堅企業・中小企業いずれにおいても、物流の効率化を主に、モーダルシフトやグリーン燃料・電化の推進等の取組事例もみられる。

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
また事例１件につき、複数の削減アプローチが含まれる場合があるため、件数の解釈には注意を要する。

削減
アプローチ

企業規模
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

企業規模別の取組内容比較 Scope3 カテゴリ11（販売した製品の使用）

全企業 大企業 中堅企業 中小企業

① 稼働中の高効率
化・低炭素化

31 25 6 0

② 家庭・業務機器の
低炭素化・省エネ化

8 6 2 0

③ 断熱 4 3 1 0

合計
（削減アプローチ）

43 34 9 0

今回収集した事例（296件）のうち、Scope3 カテゴリ11（販売した製品の使用）（37件/43削減アプローチ）の内訳をみると、
大企業の取組が多数を占めており、一部、中堅企業での取組もみられる。提供製品の高効率化・低炭素化に関する取組の割合が高い。

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
また事例１件につき、複数の削減アプローチが含まれる場合があるため、件数の解釈には注意を要する。

削減
アプローチ

企業規模
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

Scope１削減に向けた取組・アプローチ例（まとめ）

分類 内容 アプローチ例 ポイント

1 エネルギー効率改善 省エネ・効率化

• 高効率ボイラー・炉への更新 
• 廃熱回収 
• 燃焼制御最適化 
• 断熱・保温改善 
• 省エネ運転（アイドリング削減等）
• デジタル技術活用（DX）推進

省エネ・エネルギー効率向上に関する取組事例は多数存
在しており、また投資対効果の有無が判断しやすいものも
多い

2 プロセス・工程転換 プロセス変更

• 熱処理方法の変更
• 化学反応経路の変更
• 常圧→低温・低圧プロセス
• 乾式→湿式（または逆）

生産工程・ラインの大きな変更を伴う場合は、品質面や
安全面など多面的な判断が求められるが、大幅なエネル
ギー効率向上に繋がる可能性

3 燃料転換
①化石燃料の転換
②水素・アンモニア等の

利用

• 石炭 → ガス
• 化石燃料 → バイオマス燃料等
• ガス → 水素・アンモニア

エネルギーインフラ整備、取扱ノウハウ等、安定供給面の
課題、環境価値の観点（LCA等）について検討が必要

4 電化 電気炉の利用等
• 化石燃料炉 → 電気炉
• 内燃設備 → 電動設備
• ガス乾燥 → 電気乾燥

電化とともに、電力の排出係数低減（再生可能エネル
ギー活用）についても考慮が必要

5 活動量削減
工程合理化・
工数削減等

• 生産数量削減、稼働時間短縮
• 工程統廃合、工程スキップ
• 歩留まり改善・不良削減
• 自動化・省人化による稼働削減（デジタル技術活

用・DX）推進

生産性改善（活動効率の改善）とエネルギー効率向
上が両立するケースを想定

6 CCUS CO2回収・貯留
• 排ガス中CO₂回収
• 回収後の貯留（CCS）
• 回収後の原料利用（CCU）

現時点で技術開発・実証段階の技術が多くあり、将来
的な社会実装の動向を注視することが重要

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

Scope２削減に向けた取組・アプローチ（まとめ）

分類 内容 アプローチ例 ポイント

①
電力使用量
の削減

工程合理化・
工数削減等

• 生産効率改善/稼働時間短縮
• 工程統廃合不良/削減・歩留まり向上
• 省人化・自動化による稼働削減

生産性改善（活動効率の改善）がエネルギー効
率向上につながるケースを想定

② 電力使用効率の改善 高効率設備導入等

• 高効率モーター・インバータ/高効率空調・冷凍機
• LED化
• 力率改善
• 待機電力削減

老朽化設備の更新時など設備投資検討時に考慮

③
電力使用の
最適化・制御

エネルギーマネジメント/制御
• デマンド制御/ピークシフト
• 稼働最適/スケジューリング
• AI制御・予測制御

エネルギー使用時のムリ・ムラ・ムダの削減

④
自家消費型

再生可能エネルギー
（オンサイト）

太陽光等
• 太陽光（屋根・敷地）
• 風力/バイオマス（電力）
• 廃熱発電 自社の環境（用地・スペース確保や需要量等）に

あわせて検討が必要

⑤
オフサイト
再エネ調達

PPA等
• PPA（オンサイト／オフサイト）
• バーチャルPPA（VPPA）

⑥ 環境価値の活用 証書
• 非化石証書
• 再エネ証書
• I-REC 等

制度によって環境価値として認められるものに相違が
ある（制度改正で変更がある可能性）に留意が必
要

⑦
電力の低炭素化・
調達先転換

電力メニュー変更
• 脱炭素電源の電力メニューへ変更
• 地域新電力活用

契約を見直して、脱炭素電力への切り替え

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

Scope３カテゴリ1（購入した製品・サービス）削減に向けたアプローチ例（まとめ）

区分 取組項目 アプローチ例 取組事例

① 原材料・素材の低炭素化 原材料の見直し

再生材・リサイクル材の活用
仕入部品を「再生プラスチック部品」「再生紙」「再生
糸」「鉄スクラップ」「廃プラ再資源材料」へ変更

植物由来・バイオ素材の採用 植物由来樹脂・バイオプラスチック、木材の活用

低炭素素材の採用
低炭素鋼材、低CO₂スチール、低炭素アルミ、低炭素
プラスチック等

② 製造プロセスの低炭素化
（仕入先・自社※）

※自社のScope1・Scope2
削減を含む

エネルギー転換

再エネ電力の導入 再エネ電力を使用して製造した部品を調達

熱利用の高度化 熱処理炉の電化・水素化・省エネ化

プロセス改善 排熱回収・工程改善

サプライヤー連携 仕入先への技術支援

③ 製品の軽量化・省資源化 設計合理化
軽量化・モジュール化

高強度材・高機能材活用、軽量ハーネス、樹脂部材・
ゴム部材の軽量化

資源効率向上 省資源設計

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

Scope３カテゴリ１2（販売した製品の廃棄）削減に向けた取組・アプローチ例（まとめ）

区分 取組項目 アプローチ例 取組事例

① 資源循環・
リサイクル

製品・材料の循環設計 自動車・建材の資源循環 廃車スクラップ再資源化、ELV高度解体技術

金属リサイクル アルミの再生 再生アルミニウム、溶融アルミ直送

樹脂・ゴムの再生
マテリアル・ケミカルリサイクル 水平リサイクル技術（樹脂部品、発泡スチロール）

再生ゴム活用 再生ゴムの利用拡大

包装材・プラスチック循環 高品質再生材の活用 高品質リサイクル材、包装材から自動車部品原料へ展開

副生成物・産廃の有効利用 再資源化・燃料化 再生油、再生溶剤、再生ディーゼル燃料

製品寿命の延長 耐久性・循環型設計 高耐久品、アップサイクル、メンテナンス事業

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

Scope３カテゴリ4・9（輸送及び配送）削減に向けた取組・アプローチ例（まとめ）

区分 取組項目 アプローチ例 取組事例

① 物流・輸送の
低炭素化

輸送手段の転換 モーダルシフト・低炭素車両の活用 鉄道・船舶輸送への転換、FCトラック、バイオ燃料車両

物流効率化 物流効率化・地産地消 中継拠点最適化、調達・生産拠点の近接化

エネルギー転換 グリーン燃料・電化の段階導入 EVトラック、バイオ燃料・将来的な水素利用

デジタル活用 サービス化・可視化 物流工程の可視化、輸送時CO₂排出量の見える化サービス

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点2 Scope1・2および３の削減に向けた取組イメージ整理

Scope３カテゴリ１1（販売した製品の使用）削減に向けた取組・アプローチ例（まとめ）

区分 取組項目 アプローチ例 取組事例

① 稼動中の高効率化・
低炭素化

動力・燃料の転換
電動化・燃料転換

電動車（EV・PHV・FCV）、電動フォークリフト、電動建機

FCトラック、FCフォークリフト、水素船

軽量化 車体軽量化（CFRP、高機能鋼材）

燃費・電費改善

効率向上設計 エンジン燃焼効率向上、熱マネジメント

高効率部品の採用 低摩擦軸受、インバータ制御ポンプ

運用効率化 低燃費タイヤ、空気圧維持によるメンテナンス低減

高効率設備 省エネ工作機械、ハイブリッド建機

デジタル活用 低電力設計機器、スマート管理システム

② 家庭・業務機器の
低炭素化・省エネ化

機器効率向上
高効率機器

高効率ガス機器、家庭用燃料電池

低電力設計家電

エネルギー管理 HEMS・BEMS

③ 断熱・遮熱 熱損失低減 断熱・遮熱技術 高断熱建材、樹脂窓枠、遮熱窓

※収集可能な公開情報ベース（キーワード検索：296件）を基にした情報収集・分析結果であり、必ずしも全体の傾向を示しているとは限らない点に留意が必要。
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観点3
排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例
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• 排出削減を、自社にとっての新たな価値（コスト競争力強化、差別化、新事業創出等）や、顧客に対する価
値提供（提供可能な製品拡大、環境負荷低減の提案等）につなげている取組事例

観点3 排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例

対象Scope／カテゴリ 企業名 所在地 取組内容（Scope別）
取組による企業/事業

への効果

①Scope1削減
（エネルギーコスト低減による

提供可能製品の拡大）
中部産商㈱ 三重県四日市市

ガス焼成炉の運用改善（燃焼条
件等の詳細データ分析を含む）によ
り、焼成工程のエネルギー効率を高
める取組

自社製品の排出削減に加え、生産
性（エネルギー効率）30％向上、
かつ品質を維持、製造原価低減
（損益分岐点改善）により、多品
種少量品の販路拡大に。

②Scope2削減
（電力コスト低減による
経営強化、成長投資）

コヅカテクノ㈱ 愛知県名古屋市
町工場でも実施可能な「コツコツ改
善」による電力の省エネ（設備・運
用面の改善）

エネルギー価格高騰期にも省エネで
電力コスト削減を実現。経営基盤
強化とともに確保した利益で会社成
長への投資を実施。

③顧客のScope3削減貢献
（提供製品の差別化）

榊原工業㈱ 愛知県西尾市
製品単位で、CO₂排出削減量を算
定・可視化し、低環境負荷製品とし
て顧客へPR（可視化＋提案）

顧客への排出量低減製品での顧客
Scope3削減貢献の訴求（PR）
により提供製品の差別化に。

④顧客のScope3削減貢献
（資源循環・アップサイクル）

三井屋工業㈱ 愛知県豊田市
プラスチックの資源循環の仕組み構
築による排出削減貢献の取組

製品由来の排出量低減で顧客へ
訴求（PR）。省資源化の活動から
アップサイクルに発展。
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• Scope1多排出設備（焼成炉）の工程改善（焼成条件等をデータで最適化）による抜本的な省エネにより、
GHG削減と品質の両立、競争力向上と提供可能製品の拡大を実現した取組事例

観点3 排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例

Scope1 - 中部産商㈱（三重県四日市市）

焼成工程の変更（空気比調整、炉内台車速度、セラミックス原料探索）

観点 内容（要点整理）

Scope1削減に
関する取組内容

• トンネル式焼成炉の燃焼効率改善を中心に、ガスバーナーの空気比（m値）調
整、炉内台車速度の最適化を実施

• 製品特性に応じて焼成温度を1,180℃→1,085℃へ下げてエネルギー使用量を
減らすため、低温焼成が可能な原料を探索（4年間・5回）

• 鋳造用ストレーナーと湯口スリーブで焼成炉の使い分けを行い、無駄な加熱を削減

GHG削減効果

• 焼成炉の燃焼効率改善により、年間省エネ量261kW、省エネ率31.2％を達成
（836kW→575kW）

• 関連設備更新も含め、事業所全体で原油換算162.2kL/年削減（26.8％
減）を達成（2016–2019）

GHG削減以外
の社内効果

• エネルギー使用データの取得・分析を通じ、データに基づく改善文化が定着
• 品質向上と省エネの両立を実現（割れ・たわみの低減、生産性向上）
• 燃焼条件・原料条件の知見が蓄積され、継続改善（PDCA）が回る体制を構築

取組による企業/
事業への効果

• 省エネと品質向上を両立した取組が評価され、省エネ大賞（資源エネルギー庁長
官賞）を受賞（2021年）

• 外部専門家（技術顧問）や補助金制度の活用を通じ、産学官連携・外部人材
活用が進展

• 高付加価値製品の競争力強化により、多様な製品バリエーションニーズへの対応
に貢献

トンネル炉の構成、改善ポイント

製品例：鋳造用耐火物や鋳物用の副資材

中部経済産業局のWebサイトに掲載されたインタビュー記事を基に編集
中部地域の省エネ応援サイト https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/casestudy/20/index.html
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• 省エネ取組を積み重ねることで、大幅な電力コスト低減を実現。エネルギー価格高騰の折にも電力費を削減する
とともに、収益構造を改善しながら、自社の更なる成長投資につなげている取組事例

中部経済産業局のWebサイトに掲載されたインタビュー記事を基に編集
Web:中部発！カーボンニュートラル取組事例 https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/03_kigyo/index.html

観点3 排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例

Scope２ - コヅカテクノ㈱（愛知県名古屋市） 

観点 内容（要点整理）

Scope2削減に
関する取組内容

• ISO14001（2007年認証取得）を活用し、CO₂排出量の見える化から着手
• 工場改善や老朽設備更新を通じた節電の取組を推進（エネルギー使用の約9割が電気由来）
• 老朽化したコンプレッサー等の集約・更新＋エネルギー効率を意識した運用見直しを実施
• 従業員の意見を取り入れ、遮光・遮熱・断熱などの改善を実施
• 照明のLED化、太陽光（自家発電）設備の設置などは、可能な範囲で社内で施工し経費を節減

GHG削減効果
• 当初目標であった電気使用量60%削減（2019年度比）を前倒しで達成
• 今後も断熱改修・空調更新等を継続し、2030年度までに70%削減を目指す

GHG削減以外
の社内効果

• 社長が率先して取組を開始し、効果や目標を社内共有することで継続性を確保
• 電気使用量のチェックも社長が行うなど、トップの関与が社員の意識向上につながる設計
• 削減した電気代で省エネ投資を回収し、さらに浮いた分を従業員の研修費用など成長投資に充当

取組による企業/
事業への効果

• 電気代の大幅削減により、エネルギー価格高騰局面でもエネルギーコストを削減（年間1,500万円の電気
代削減）

• 顧客より取組が評価され、「カーボンニュートラル活動貢献賞」を受賞（“CNといえばコヅカテクノ”といわれる
存在に）

9年間にわたる各種取組を通じて、
年間電力コストを1,500万円削減

電力代の削減継続
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• 多方面から排出削減に取り組むとともに、製品単位でのCO2排出削減量を算定・可視化、取引先とのコミュニ
ケーションや営業活動において、環境負荷低減製品としてPRし、差別化につなげるべく取り組む事例

観点3 排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例

顧客のScope3削減（提供製品の差別化） - 榊原工業㈱（愛知県西尾市）

観点 内容（要点整理）

顧客のScope3
カテゴリ1（製品）
削減に関する
取組内容

• 工程ごとのエネルギー使用量を把握し、CO₂排出量に換算
• 製品ごとにCO₂排出量タグを付与し、取引先へ提示することで、自社の排出量削減の取組をPR

GHG削減効果
• 工程エネルギー使用量の把握・改善により、製品あたりのCO₂排出量を見える化（CO₂排出タグ）
• 排出量を数値で示すことで、Scope3（カテゴリ1）における削減効果の可視化を実現

GHG削減以外の
社内効果

• 社員一人ひとりがエネルギー使用量を記録
• 成形機等に計測機器（メーター等）を設置し、作業日報にエア・ガス使用量などを記入することで、工

程別の使用実態を把握
• 環境配慮への意識付けと併せて、エネルギーの適切な使用につながる行動が定着

取組による企業/
事業への効果

• 排出量の少ない製品を提案：新規製品の見積段階で想定CO₂排出量を提示することにより、競合
他社との差別化を実現

• 毎年6月1日に環境経営報告書の最新版を発行し、取引先・得意先・金融機関等へ送付（PR）

環境経営報告書を毎年発行

中部経済産業局のWebサイトに掲載されたインタビュー記事を基に編集
Web:中部発！カーボンニュートラル取組事例 https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/03_kigyo/index.html
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• 製造工程で発生する端材等の資源循環の仕組みを構築しすることで排出削減するとともに、サーキュラーエコノ
ミーの新たな取組にも発展している取組事例

観点3 排出削減を企業/事業での価値につなげる地域企業の取組事例

顧客のScope3削減貢献（資源循環・アップサイクル） 三井屋工業㈱（愛知県豊田市）

観点 内容（要点整理）

Scope3 カテゴリ12
（廃棄）削減への

取組内容

• 製造工程で発生する端材・廃棄物に着目し、自社内で原料化して再利用する仕組み
（MPS：Mitsuiya Material Pelletize System）を構築

• 廃棄されていたプラスチック端材を再資源化し、自社製品（トランク内装品等）の原材料
として循環利用

• 自社工程由来だけでなく、他社から排出される端材の回収・活用にも取組拡大

GHG削減効果

• 端材利用を前提とした製品への転換により、従来工法比で製品あたりの排出量を約
38％削減

• 軽量化による走行時CO₂排出量を低減し、品質向上にも繋げながら、従来価格で提供
• スマートファクトリーでエネルギー使用量を40％削減（製品個当たり電力）

GHG削減以外の
社内効果

• 更なる端材のアップサイクルへ活動が拡大：MPS(みんな プラスチック すてないで)をキャッ
チフレーズに、廃材利用の取組みを常に積極的に進めている

取組による企業/
事業への効果

• 社外活動へ拡大：愛知県サーキュラーエコノミー推進PJへの参画し、多種多様な廃プラス
チックを利活用に向け、回収も含めたフレーム構築に参画し、大学と技術開発の連携開始

自社の端材を自社内で循環
自社の製造工程で出る端材をトランクルームの内装品原料
として利用し、社内での完全循環を達成

CEへの取組が社外活動へ発展
• 他社端材の活用による広がり
• 愛知県サーキュラーエコノミー推進PJへの参画

中部経済産業局のWebサイトに掲載されたインタビュー記事を基に編集
Web:中部発！カーボンニュートラル取組事例 https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/03_kigyo/index.html
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 ① 水素・アンモニアやCCU／カーボンリサイクル分野等を主な対象

   とした先行取組事例調査
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（３）次世代エネルギー分野等での新事業創出に向けた課題等の抽出・分析 

① 水素・アンモニアやCCU／カーボンリサイクル分野等を主な対象とした先行取組事例調査

背景
水素・アンモニア等の次世代エネルギー分野やCCU/カーボンリサイクル等分野において、実証段階から社会実装・事業化への移行に向けた取組が各

地で進められている。一方で、制度、インフラ、経済性等さまざまな観点から、複合的な課題が存在している。
こうした中、各地では、これらの課題に先行して対応する企業・自治体・研究機関等による多様な取組が進められており、今後、中部圏における社会

実装指針に向けて有意義な知見や示唆が蓄積されていると考えられる。

本項目の調査目的
本項目では、次世代エネルギー分野等における社会実装・事業化の検討に資することを目的として、中部圏以外を含む各地の先行取組事例を対象

としたヒアリング調査を実施、その結果を整理・分析した。
特に、実証段階から社会実装へ移行する過程において生じる課題や論点と、それらに対する実務上の対応や考え方に着目し、今後の施策検討や取

組推進に活用可能な示唆として整理することを目的としている。

本項目の実施内容
次世代エネルギー分野等における先進的な取組を行っている企業等を対象に、社会実装や事業化に向けた取組状況、直面している課題、今後の見

通し等についてヒアリング調査を実施した。
ヒアリング結果は、個別事例の整理にとどまらず、複数事例に共通して見られた課題や論点に着目し、横断的な観点から整理・分析を行った。

本項目の取りまとめ方針
調査結果の取りまとめに当たっては、先行取組事例から得られた示唆を基に、次世代エネルギー分野等の社会実装を進める上で重要と考えられる論

点について、複数の観点から整理することとした。
なお、本資料は、特定の施策や事業スキームの提案を目的とするものではなく、今後の検討や議論に資するための論点整理・基礎資料（ディスカッ
ションペーパー）として、課題認識および取組の方向性を共有することを意図している。
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⑦ 人材育成・確保、ネットワーク拡大
 プロジェクト推進人材、専門人材、関係者との円滑なコミュニケーションを
担う人材の確保・育成

社会実装・普及、安定利用を支える人材・ネットワーク

水素・アンモニアやCCU／カーボンリサイクル分野等を主な対象とした先行取組事例調査

先行取組事例ヒアリング調査・分析のプロセス（とりまとめまでの全体像）
次世代エネルギーの社会実装において考慮すべき前提を

中部圏への適用可能性を想定しつつ整理

目的 供給・利用インフラ、技術・ノウハウ

制度・市場 人・地域社会

• GHG削減目標達成と
経済合理性の両立
（達成可能性＋費用対効果）

• インフラ網構築
• レジリエンスの確保
• 学習・コスト低減

• 共通ルール（安全等基準、標準
化・認証）

• 市場の発達

• 安全・受容性確立
• ステークホルダーの意思決定・

合意形成
• 人的資本形成

社会実装に取り組む先行事例
のヒアリング調査・分析

実証段階から社会実装の過程において生じる課題や論点、
実務上の対応や考え方に着目し、７つの観点でとりまとめ

取組地域 取組範囲 業界

臨海部・内陸部
供給・配送・

利活用
行政

臨海部・内陸部
供給・配送・

利活用
製造業

臨海部 供給 インフラ

臨海部 供給 製造業

臨海部 供給 廃棄物処理

臨海部 利活用 製造業

内陸部
供給・配送・

利活用
行政等

内陸部
供給・配送・

利活用
製造業

内陸部 配送 インフラ

内陸部 利活用 製造業

内陸部 利活用 製造業

内陸部 利活用 製造業

③ 安全性・レジリエンスの確立
 エネルギー安定供給と安全性・受容性の確保

② 供給・配送インフラ構築
 地域特性（臨海部、内陸部）に応じた受入・貯蔵・配送
  ネットワーク構築

④ 実証・標準化・認証
 社会実装に向けた知見・ノウハウの蓄積とルール形成

⑤ 需要創出・拡大
  着実な社会実装に向けた取組のステップ

⑥ 経済性・ビジネスモデル
普及期に向けた起点となる初期需要・供給モデル

 （黎明期における経済合理性の確立）の追求

① ガバナンス・推進体制設計
社会実装に向けた推進体制の構築

※1 : 先行取組事例は、それぞれの地域特性、産業構造、既存
インフラ、事業者間の関係性等を背景として成立しているも
のであり、必ずしも他地域にそのまま適用可能なモデルを示
すものではない。本整理は、個別事例の優劣を評価するも
のではなく、成立条件や留意点を含めた論点抽出に主眼を
置いている。

※2 : 上記のほか、有識者へのヒアリングも実施し、とりまとめに反
映している。

次世代エネルギーの社会実装において考慮すべき要素
（初期仮説）

中部圏における水素・アンモニアサプライチェーン構築に向けた動き

• 中部圏（岐阜県、愛知県、三
重県）では、2050年までのカー
ボンニュートラル実現に向けて、
水素・アンモニア等の世界に先駆
けた広域的な社会実装を目指
し取組を推進。

• 臨海部（発電・鉄鋼・化学
等）に加え、自動車関連産業
等が集積する内陸部での社会
実装に向けて、需要家側がリー
ドしつつ官民連携を進める。

ヒアリング調査対象の概要 供給・配送・利活用ネットワーク設計

社会実装・普及の道筋づくり
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水素・アンモニアやCCU／カーボンリサイクル分野等を主な対象とした先行取組事例調査

（参考）中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョン

出典：中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議「中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョン」
（2023年3月）
https://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/454376.pdf

出典：愛知県記者発表「新たに27社の企業と基本合意書を締結しました」（2025年5月1日）等を
基に作成
https://www.pref.aichi.jp/site/suiso-fcv/ch2a-kihongoui.html

中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議 会員

行政
（17）

中部経済産業局、中部地方整備局、中部地方環境事務所
岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市、碧南市、豊田市、東海市、知多市、
日進市、田原市、みよし市、四日市市、名古屋港管理組合、四日市港管
理組合

経済団体
（3）

名古屋商工会議所、中部経済連合会、中部経済同友会

中核民間団体
（2）

中部圏水素利用協議会、JERA

中部圏水素利用
協議会会員企業

(55）
（五十音順）

愛三工業、アイシン、愛知製鋼、アドマテックス、出光興産、イビデン、岩谷産
業、エア・ウォーター、AGC、ENEOS、荏原製作所、川崎重工業、興和、コスモ
エネルギーホールディングス、サーラエナジー、サントリーホールディングス、JFEエン
ジニアリング、ジェイテクト、新コスモス電機、住友ゴム工業、住友商事、大同特
殊鋼、中央精機、中部国際空港、中部電力、中部電力ミライズ、千代田化
工建設、デンソー、東亞合成、東海理化、東海旅客鉄道、東邦ガス、東洋エ
ンジニアリング、豊田合成、トヨタ自動車、豊田自動織機、トヨタ車体、豊田通
商、豊通エネルギー、名古屋銀行、日鉄エンジニアリング、日本エア・リキード、
日本ガイシ、日本政策投資銀行、日本製鉄、日本総合研究所、ブラザー工
業、マルヤス工業、三浦工業、三井住友銀行、三井住友ファイナンス＆リース、
三菱ケミカル、三菱自動車、明治電機工業、LIXIL（2026年3月時点）

設立日 2022年2月21日（2022年10月17日組織名変更）
会員（2026年3月時点）

中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョン

https://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/454376.pdf
https://www.pref.aichi.jp/site/suiso-fcv/ch2a-kihongoui.html
https://www.pref.aichi.jp/site/suiso-fcv/ch2a-kihongoui.html
https://www.pref.aichi.jp/site/suiso-fcv/ch2a-kihongoui.html
https://www.pref.aichi.jp/site/suiso-fcv/ch2a-kihongoui.html
https://www.pref.aichi.jp/site/suiso-fcv/ch2a-kihongoui.html
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水素・アンモニアや CCU／カーボンリサイクル分野等を主な対象とした先行取組事例調査

先行取組事例ヒアリング調査 調査対象の概要

No
取組分野

取組地域 取組範囲 業界 取組概要
水素 アンモニア CCU

1 ○ 臨海部・内陸部 供給・配送・利活用 行政 水素の大規模供給・利活用拠点形成（行政・拠点設計/推進）

2 ○ ○ 臨海部・内陸部 供給・配送・利活用 製造業 低炭素水素展開、水素キャリアの開発

3 ○ ○ 臨海部 供給 インフラ 港湾における脱炭素化ソリューション（インフラ活用）、アンモニアインフラ 

4 ○ ○ ○ 臨海部 供給 製造業 低炭素水素およびアンモニアの合成

5 ○ 臨海部 供給 廃棄物処理 水素の大規模供給・利活用拠点形成（廃棄物分野を含む供給源・運用）

6 ○ ○ 臨海部 利活用 製造業 水素・アンモニア利用機器の開発

7 ○ 内陸部 供給・配送・利活用 行政等 水素サプライチェーン構築、産官学による地域エコシステム創出

8 ○ ○ ○ 内陸部 供給・配送・利活用 製造業 工場等の脱炭素化の取組、CCU関連開発、水素製造技術開発

9 ○ 内陸部 配送 インフラ 既存インフラを利用した水素輸送

10 ○ 内陸部 利活用 製造業 水素利用機器の開発、水素製造技術開発

11 ○ ○ 内陸部 利活用 製造業 水素・アンモニア関連利用機器の開発

12 ○ 内陸部 利活用 製造業 工場等の脱炭素化の取組、水素の熱利用

• 次世代エネルギーの社会実装において考慮すべき前提及び中部圏への適用可能性を想定し、取組地域（臨
海部/内陸部）及びバリューチェーン上の役割（供給・配送・利活用）の観点で調査対象を選定。
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水素・アンモニアやCCU／カーボンリサイクル分野等を主な対象とした先行取組事例調査

次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

① ガバナンス・推進体制設計
社会実装に向けた推進体制の構築

② 供給・配送インフラ構築
地域特性（臨海部、内陸部）に応じた
受入・貯蔵・配送ネットワーク構築

③ 安全性・レジリエンスの確立
エネルギー安定供給と安全性・受容性の確保

• ヒアリング調査から得られた示唆に基づき、実証段階から社会実装の過程において生じる課題や論点、
実務上の対応や考え方に着目し、次世代エネルギーの社会実装を進める上で重要と考えられる論点として、
７つの観点を設定した。

• それぞれの観点ごとに、次世代エネルギーの社会実装を目指す上での課題や取組方向性等に関して、
今後の検討や議論に資するための論点整理・基礎資料（ディスカッションペーパー）として整理している。

④ 実証・標準化・認証
社会実装に向けた知見・ノウハウの蓄積とルール形成

⑤ 需要創出・拡大
着実な社会実装に向けた取組のステップ

⑥ 経済性・ビジネスモデル
普及期に向けた起点となる初期需要・供給モデル
（黎明期における経済合理性の確立）の追求

⑦ 人材育成・確保、ネットワーク拡大
プロジェクト推進人材、専門人材、関係者との円滑なコミュニケーションを担う人材の確保・育成

供給・配送・利活用ネットワーク設計 社会実装・普及の道筋づくり

社会実装・普及、安定利用を支える人材・ネットワーク
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点①：ガバナンス・推進体制設計

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 次世代エネルギーの社会実装は黎明期にあり、供給・配送・利用インフラの構築に向けては、複数主体の関与による長期間にわたる取組が前提となる。
• その際、特に大規模な供給インフラ整備に向けては、上流ー受入－配送の多数の関係者の連携・協働が必要となる一方で、合意形成が困難な場合にはスピードが低下する恐れがあるほか、

中長期的な持続可能性（経済合理性）確保に向けては、全体最適の視点を考慮した取組が重要となる。
• 先行取組事例をみると、行政や中立的立場の機関（支援機関、大学・研究機関、評価・認証機関等）が中心となって需給の見通しや役割分担の見える化、連携・協働促進の機能を

担う事例や、知見・ノウハウの蓄積やネットワーク維持・強化を含めた機能（事務局的機能）を整備している事例も存在する。
• また、複数の関係者による長期間の連携・協働の取組推進に当たっては、将来のあるべき姿を共有しつつ、そこから逆算（バックキャスト）して取組を捉えていくことが重要との示唆もあった。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【全体最適の視点の必要性】
• 大規模な供給インフラ整備を想定した場合、関係者が多く合意形成に

時間を要するほか、全体最適を考慮した投資判断が困難になる場合が
ある（個別最適により過剰投資が生じる恐れがある）。

• 例えば、コアとなる推進主体（中核となる企業や公的・中立的な立場の
主体を含む）が、グランドデザイン（将来像・投資順・論点）を策定し関
係者と共有しつつ推進するなど、個別企業・主体の取組のみに留まらず、
全体最適の視点を持った推進体制を構築することが重要ではないか。

● ● ● ●

【供給・需要・インフラ整備の調和】
• 供給側・需要側・インフラ整備のタイミング・足並みがそろわない場合、各

主体の投資判断の意思決定が困難となり、全体としてサプライチェーン構
築のスピードに影響を与える恐れがある。

• 黎明期（供給・需要の立ち上げ期）においては特に、供給・需要・インフ
ラの各関係者の情報共有など、全体として見通し向上（投資予見性向
上）につながるような取組が有効ではないか。

● ● ●

【知見・ネットワークの維持・強化（中長期的な視点）】
• 長期取組が前提となる中、知見・ノウハウ・ネットワークの継続性確保が社

会実装実現の課題となり得る（活動継続の体制・仕組みの必要性）。

• 地域関係者や個別プロジェクト間の情報共有・連携・調整などのマネジメ
ント機能、知見・ノウハウの蓄積、ネットワークの維持・強化の機能を担う
体制（事務局機能）の整備が、長期的な取組継続に有効ではないか。

● ●

【官民連携におけるイニシアティブ・役割分担】
• 行政が旗振り役となって推進している場合、事業実施主体にはなりにくい

がゆえに、特に立ち上げ期から軌道に乗せる段階でどこまで踏み込むか
（旗振り範囲、責任分界）が曖昧になりやすい。

• 行政主導から民間主導への「段階移行」をあらかじめ想定しながら、推進
主体の活動内容（目的の設定、取組方向性の設定・共有、費用負担
その他メンバーの役割分担等）について考慮することが有益ではないか。

● ● ●

社会実装に向けた推進体制の構築

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点②：供給・配送インフラ構築

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 海外からの供給を含む次世代エネルギーの供給・インフラ構築に際しては、最終的なエネルギーコストに大きな影響を及ぼすことから、投資効率をいかに高めていくかが重要な課題となり得る。
その際、供給・配送の各機能における企業・事業単位の最適化（個別最適）だけでなく、供給網の全体最適の視点から投資効率を検討していくことが、最終的なエネルギーコスト低減・最
適化に資すると考えられる。

• 先行取組事例では、あらかじめ関係者においてシナリオを共有した上で全体最適の観点からインフラ設計を行うものや、設備・インフラの共同利用を含む重複コストを回避する投資を行うもの
などの取組があった。

• 需要家・需要地の状況によっては、供給可能量と需要量とのバランスや、必要時期等にギャップやラグがあるケースが想定されるところ、安定供給の観点を含めてインフラ網構築のためには、供
給側だけでなく需要側も含めたエネルギー供給・利用の仕組み構築や、供給・配送インフラ全体の視点で、バックアップを含む最適な安定供給方法を検討する取組等も有益との示唆があった。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【配送網の効率性確保】
• 海外からの供給を含む臨海部の大規模供給拠点から内陸部の需要家

へ供給する場合、配送コストが大きな課題となるため、投資効率を高める
ことが重要。各企業・事業の最適化（個別最適）だけでなく、供給網の
全体最適の観点から投資効率を向上させることでエネルギーコスト低減に
つながる。

• 関係者間で需要予測（複数シナリオ）を共有した上で、水素キャリア別
の将来像に応じたインフラ設計（拡張余地含む）を、全体最適の観点
からの検討することが有効ではないか。

• 設備・インフラの共同利用や面的・中立的運営（オープンアクセス含む）
を前提にしたインフラ投資により、重複コストを回避し全体最適な供給・
利活用体制を構築することが有効ではないか。

● ● ●

【需給ギャップ・ラグを踏まえた供給・配送の最適化】
• 供給可能量と需要量のバランスや、必要時期等にギャップやラグがある場

合、単純な配送（例：頻回搬送）を前提にすると供給・配送コストが
最適にならない（現実的でない）ケースがあり得る。

• 需要家の立地や需要量（総量及び変動量）の条件に対応するために
は、例えば、オンサイト供給等を組み合わせるなど、複線的な供給方式を
検討することも有益ではないか。

● ●

【安定供給（バッファ/バックアップ）の視点】
• 配送網の構築に際しては、バッファ（中間貯蔵）やバックアップを含む安

定供給の観点も含めた最適化の検討が必要。

• 需要側のニーズとして、エネルギー安定供給の視点も重要であり、中間貯
蔵やバックアップ整備が必要。その際、多面的な配送網整備や、配送機
能におけるバッファ活用など、供給・配送インフラ全体として安定供給方法
を検討することが、投資効率を高めるためにも有効ではないか。

●

地域特性（臨海部、内陸部）に応じた受入・貯蔵・配送ネットワーク構築

※中立運営/オープンアクセス：特定事業者に閉じない共同利用・接続の考え方

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点③：安全性・レジリエンスの確立

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 安全確保（安全・保安関連規制・法令の遵守）は社会実装・普及の大前提であり、社会受容性確立の観点からも重要。一方、技術・市場ともに黎明期の段階には、供給・配送・利活
用いずれのフェーズにおいても、規制対応・安全確保に関する判断の目安が見えていないことが、供給・配送インフラや需要家の利用環境構築のハードルとなる恐れがある。また、開発・実証
途上の新技術の社会実装に向けては、イノベーションを前提とした基準・標準の構築も重要課題との指摘があった。

• 先行取組事例においては、全般的な意見として供給・利活用に当たっての関連法令に関する論点整理等を進めることの必要性などを指摘する声があった。また、新技術の開発・実装に向け
科学的根拠（データ）に基づく新たな安全・保安基準・標準づくりに取り組む取組や、安全性確保やエネルギーマネジメントの観点から、デジタル技術活用を始め、人手に過度に依存しない
（自動監視・遮断等を含む）ことを前提とした新たなシステム構築を目指す取組もみられた。

• 安全性とともに安定供給（レジリエンス）の確保が、社会の受容性確立を通じた次世代エネルギー普及に不可欠とする意見もあり、安全性とともに安定性の観点から社会実装の取組検討
が必要との指摘もあった。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【社会に導入する場合の規制対応等】
• 需要家側にとって、取扱実績が無いエネルギー・技術導入に当たっては、「実際

にやってみないと、対応が必要な規制が具体的にわからない」状況が多数存在。
事業者の判断・対応基準となる情報が導入促進には必要。

• 開発・実証途上の技術が多数存在する段階では、安全性・安定性などについて、
証明し当局・関係者に説明するため標準的な整理枠組（安全性等の円滑な
証明プロセスの確立）が必要。

• 新技術等の社会実装に向けて、電気・ガス・高圧ガス保安等、安全・保安確保
やエネルギー安定供給・利用に関連する法令対応等に関する情報・知見の蓄
積・整理・共有を進めることで、導入検討のハードルを下げていく取組（相場観
の形成）が重要になるのではないか。

• 新規技術・システムの社会実装に向けて、既存法令の適応の観点だけでなく、
イノベーションを前提とした新たな基準・ルール形成が必要。実証プロジェクトにお
いてデータに基づく説明可能な安全パッケージ構築も念頭に取り組むなど、許認
可・説明プロセスの整理（モデルケース化）の取組も必要ではないか。

● ● ● ●

【既存規制・法令対応に係る知見・経験不足（新規の取組主体の場合）】
• 新たにエネルギー安定供給・配送・利活用の実装を進めようとした場合、不慣れ

な関連法令対応の負荷（人員確保・配置を含む）が大きいことが、実証・実
装のハードルとなる場合がある（例：道路占用、高圧ガス保安法等）。

• 既存規制・法令対応の知見・ノウハウ等を広く共有していく取組が、普及に向け
て有益ではないか。

• 特に新技術の社会実装においては、構造（多重化、検知）と運用（監視、遮
断）を組み合わせ、人に依存しない安全設計を構築するなど、既存の枠組だけ
ではない、新たな仕組み・評価基準が必要となるのではないか。

● ● ● ●

【可用性・継続運用の視点】
• 設備自体の安全性が確保された場合であってもエネルギー安定供給が実現され

ない場合は社会実装のハードルとなり得る（可用性・継続運用のリスク）。

• エネルギー供給・利用の安全性確保の観点に加えて、「燃料の量・価格・運用
（供給）」の見通しを設備導入計画と同時に検討・具備し、安定供給リスク
（停止リスク）に備えることも必要ではないか。

● ●

エネルギー安定供給と安全性・受容性の確保

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点④：実証・標準化・認証

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 開発・実証途上の技術・システムが多数存在する現段階（市場の黎明期）では、性能・機能評価、それらを担保する標準・規格、そして需要家含む社会の受容性を確保するための認証
制度等の整備が重要。

• 先行取組事例においては、技術実証を「技術確認」に留めず、制度対応・標準化・認証（例：第三者評価、試験プロトコル等）を見据えた取組を進めるものや、先行して環境整備・取組
が進む大学・研究・評価機関等との連携・協働により環境整備する取組等がみられた。こうした先行取組事例で蓄積されている知見・ノウハウ、リソースの活用可能性とともに、個々の実証プ
ロジェクト推進にあたっては、その後の広域展開や成果活用をあらかじめ想定して推進することが必要との示唆があった。

• また、社会実装に向けては、需要家を含めて環境価値を含む価値の認知とその移転が円滑に進むための取組（認証制度の整備・普及）も重要との指摘もあった。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【新技術の安全性・安定性等を証明する基準・ルール整備】
• 開発・実証途上の技術が多数存在する段階では、安全性・安定性など

について、証明し当局・関係者に説明するため標準的な整理枠組（安
全性等の円滑な証明プロセスの確立）が必要。

• 新規技術・システムの社会実装に向けては、既存法令の対応の観点だけ
でなくイノベーションを前提とした新たな基準・ルール形成が必要。実証プロ
ジェクトにおいてデータに基づく説明可能な安全パッケージ構築も念頭に取
り組むなど、許認可・説明プロセスの整理（モデルケース化）も必要では
ないか。

● ● ● ●

【評価プロセス（試験プロトコル）整備】
• 性能・機能評価等を実施する際の共通試験プロトコルの整備が不十分

な分野があり、各種標準化・認証制度を含めて、新技術・製品・システム
開発の環境構築が必要。

• 先行して環境整備・取組が進む大学・研究・評価機関等との連携や、地
域の試験研究機関等及び行政との連携を進めることで、性能評価や標
準化、認証制度等も含めた社会実装を進めるための環境整備を継続し
ていくことが必要ではないか。

● ● ● ●

【実証成果の社会実装フェーズへの深化】
• 社会実装を進めるためには、成果の普及・横展開、実証プロジェクトの広

域展開時の運用面での検討加速等を視野に、個々の実証プロジェクトを
束ねていく面的な取組が必要。

• 実証プロジェクトを推進・支援していく際には、当初段階から、その後の広
域展開や成果活用を想定しつつ制度設計することが、個別の実証プロ
ジェクトの成果の普及展開に有益ではないか。

● ● ● ●

【環境価値の見える化と普及促進】
• 環境価値の訴求に向けて認証取得しているが、現段階では顧客への訴

求が不十分であり、価格価値等への転嫁が難しい。

• 認証取得の促進とともに、需要側への環境価値の訴求、価格転嫁につ
ながる取組を供給・利用・行政が一体となって進めていく必要があるのでは
ないか。

● ● ● ●

社会実装に向けた知見・ノウハウの蓄積とルール形成

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点⑤：需要創出・拡大

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 次世代エネルギー等の市場形成は黎明期にあり、コストの高さも相まって、利用者側の導入意思決定（導入意義・メリットを見出すこと）が難しい状況にあることから、初期需要創出とその
後の需要拡大に向けた道筋をいかに見出していくかが大きな課題である。

• 先行して水素等の導入・実装を進めている先行事例の取組をみると、例えば、① 導入が比較的容易な分野（モビリティ等）に着目した取組、② FSや実証など、本格的な社会実装に向け
たステップを設定して推進、③ 水素等の利用だけでなく、副産物や他の価値（脱炭素のほか資源循環に資する取組としての広義の環境価値等）と組み合わせた提供方法（モデル）の構
築、④ 段階的な導入（例えば電化とFCの両立、都市ガスと水素の混焼等）を前提とした取組、といった工夫がみられた。

• また、次世代エネルギーの本格的な普及に向けては、設備更新タイミングも念頭に置きつつ、需要地域の規模感や目指す将来像から逆算（バックキャスト）した導入シナリオの共有等を通じ
て、需要者及び供給者（関連製品・サービスの提供を含む）の投資予見性を向上させる取組の必要性についても示唆があった。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【黎明期における投資判断の困難性】
• 水素等の次世代エネルギーは、利用側の企業の関心はあるものの、現時

点で市場形成が未発達であり、コストが高く、導入メリットが見えにくいため
「今やる必要がない」と判断されやすい。

• 特に港湾や物流分野の大規模投資が前提となる分野では、設備更新・
運用は中長期的に計画して進めていく必要があるなかで、エネルギー供給
の見通しが不透明な状況では、需要が立ち上がりにくい。

• 黎明期においては、まず導入しやすい分野（例：モビリティ）を柱にし、
FS継続や企業支援で参入障壁を下げる取組も有効ではないか。

• 副産物を含めた供給形態や、他の価値（資源循環に資する取組等）
を組み合わせた提供などのモデル構築が、初期需要の掘り起こしや需要
拡大（横展開）に有効ではないか。

• 設備更新タイミングに合わせ、電化・ハイブリッド等も含めた段階導入の計
画と燃料計画を整合させる発想での取組も重要ではないか。

● ● ●

【投資予見性、意思決定・合意形成の課題（不確実性）】
• エネルギーが安定供給が前提となるなか、コスト面を含めた将来の見通し

が不透明な場合、導入に関する投資判断を進めにくい。
• 供給者側（エネルギー及び関連製品・サービス）からみて、需要規模や

導入シナリオなどの先行きが不透明な場合、事業投資する意思決定
（社内での合意形成）が難しい。

• 需要地域の規模感や目指す将来像から逆算（バックキャスト）した導入
シナリオの共有等を通じて、需要者及び供給者（関連製品・サービスの
提供を含む）の投資予見性を向上させる取組が必要ではないか。

● ● ●

着実な社会実装に向けた取組のステップ

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点⑥：経済性・ビジネスモデル

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 次世代エネルギー分野等については、普及期に向けた起点となる初期需要・供給（サプライチェーン）構築での経済合理性（持続可能性確保）が大きな課題となる。先行取組事例にお
いても、「初期投資（イニシャルコスト）」、「運用コスト（ランニングコスト）」両面で大きなハードルがあると指摘された。

• かかるなか、先行取組事例においては、課題を切り分けながら、初期投資負担軽減、運用コストに着目したモデル構築の模索、全体最適の視点から投資効率向上を目指す取組、収益構
造の複線化で突破しようとする取組等、様々な工夫がみられた。先行取組事例での知見やノウハウ等を参照することの意義は大きいと考えられる。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【初期投資、運用コストのハードル】
• 初期投資（設備導入）及び運用コスト（燃料費及び保守等の運用）

の両面でハードルが高く、導入促進に向けての大きな課題。
• 設備投資コストを含めると現段階では採算性を確保することが困難。まず

は運用費ベースで成立性を確立することが重要。

• 初期導入段階から普及段階への円滑な移行に向けて、「導入（初期）
コスト」と「運用（継続）コスト」とに課題を分けて導入促進策を検討する
ことが有効ではないか。

• 例えば、初期投資には公的支援の利用も視野に入れつつ、ランニングで
成立する運用モデル（例：余剰電気の活用等）確立した上で、段階
的な拡張を検討することが考えられる。

• 供給・運用を含むサービス型モデルを検討するなど、初期投資負担軽減
を図る施策・取組も有効ではないか。

● ●

【インフラ投資における全体最適化の視点】
• 特に大規模な供給インフラを想定した場合、関係者が多数関与すること

から、個別最適による過剰投資が生じる恐れがある。全体最適を考慮し
た投資判断が困難になる恐れがある。

• 設備・インフラの共同利用や面的・中立的な運営（オープンアクセス含
む）を前提にしたインフラ投資により、重複コストを回避し全体最適な供
給・利活用体制を構築することが有効ではないか。

●

【収益性（持続可能性）確保】
• 現段階では、環境価値の価格転嫁が環境価値が価格に転嫁されにくく、

価格を上げられない中で、収益性を確保することが課題になっている。

• 収益構造の複線化（副産物等）の組合せによる収益性の向上・安定
化を図る取組が有効ではないか。

●

【技術成熟までのCCUの規模制約】
• CCU/カーボンリサイクルは、技術的・経済的制約から、短期的に大量処

理を前提とした展開が難しい場合がある。

• 適用可能な規模や用途を見極めた上で、段階的・限定的な導入を前提
とした事業設計を行うことが有効ではないか。

● ●

普及期に向けた起点となる初期需要・供給モデル（黎明期における経済合理性の確立）の追求

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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次世代エネルギー社会実装に向けた課題と取組方向性の示唆

観点⑦：人材育成・確保、ネットワーク拡大

先進事例ヒアリング調査から得られた示唆（サマリー）

• 新しいインフラ・利用の仕組みとなるために、専門人材とともに、技術面・事業面・制度面等の横断的な知見・ネットワークを有する人材（プロジェクトマネージャー）の不足が課題に挙がるほ
か、既存インフラからの移行期においては、新旧のシステムが併存するため、人材の絶対数が足りなくなることが課題との指摘もあった。

• 先行取組事例においては、大学等の機関と連携した人材育成の取組によって、プロジェクト推進人材と専門人材の育成を図っているものや、有識者からは、人材の絶対数の不足への対応
策として、従来型の人材確保・育成に加え、AIやデジタル技術等（例：運転監視、保安記録・手続き、教育・訓練、需給見通し作成等）を活用した省人化や業務高度化の可能性追求
の重要性に関する示唆もあった。

• また、社会実装に向けては既存の取引関係だけでない、新しい連携・協働関係構築が必要との意見も複数あり、実証の段階から、取組の認知拡大や新たな連携・協働のきっかけ（出会い
の場）の創出が、市場創出・形成に有効との示唆もあった。

ヒアリングで得られた意見等 想定される関係者・機関

課題 取組方向性・内容例 供給側 需要側 行政 大学等

【プロジェクト推進人材・専門人材確保】
• 制度・技術・事業を横断してまとめる人材（プロジェクトマネージャー等）

が不足しており、プロジェクトの遂行が困難となる場合がある。
• 評価設備などのハード整備のみならず、それらを使いこなす人的リソース確

保（ソフト面）が、社会実装推進に向けたボトルネックとなる場合がある。

• 各個別分野の人材育成とともに、プロジェクト全体を統括・推進する人材
の育成・確保に向けた取組（人材育成プログラム、人材交流（研修、
OJT、コミュニティ形成））についても取組が求められるのではないか。

• 各分野の専門人材についても、地域の大学・研究評価機関と連携しな
がら育成・確保の取組を進めていくことが必要ではないか（例：評価・解
析人材の場合は、研究評価機関と連携して、人材育成と試験プロトコル
整備に同時に取り組むなど）。

● ● ●

【人材育成・ネットワーク形成の仕組みづくり】
• 長期の取組及び既存のエネルギーインフラからの移行期間（新旧併存）

が前提となる中で、知見・ノウハウ・ネットワークの継続性確保が課題となり
得る（人材の確保・育成の観点からの活動継続の仕組みの必要性）。

• 地域の核となる機関（例えば大学・支援機関等）を中心とした推進機
能（継続的に推進できる体制（事務局機能））を整備し、人材育成
等の長期的な取組についても力を入れていくことが必要ではないか。

● ●

【社会実装を進めるための新たな仲間づくりの必要性】
• 社会実装、市場形成に向けては、既存のネットワークだけではなく、幅広

い関係者の認知・仲間づくりが必要。

• 実証の段階から、既存の関係者のみならず取組の認知拡大と新たな連
携・協働の機会を創出することが、市場形成により近づいていく方策として
有意義ではないか。

● ● ● ●

プロジェクト推進人材、専門人材、関係者との円滑なコミュニケーションを担う人材の確保・育成

供給側：水素・アンモニアの製造・輸入・貯蔵・配送・供給を担う事業者等 需要側：水素・アンモニアを利用する事業者（工場、港湾、物流等）等 行政：国・自治体、公共団体 大学等：大学、評価機関等
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２．調査結果
（３）次世代エネルギー分野等での新事業創出に向けた課

 題等の抽出・分析
 ② 海外企業との連携・協働推進に関する現地調査の実施
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目的
水素等の次世代エネルギー分野やCCUS分野等での積極的な取組が行われているカナダブリティッシュコロンビア州
（以降、「BC州」という）を対象として、水素・アンモニア分野やCCUS分野等での地域間連携の可能性を調査。

調査期間
令和8年2月2日（月）～2月5日（木）

調査対象（ヒアリング先）
 水素製造等関連企業
 ガス分離関連企業
 炭素回収（BECCS、DAC等）関連企業
 BC州政府機関
 大学・研究機関等

調査から得られたBC州の特徴・ポイント（詳細は、次ページに記載）
◼ 政府による脱炭素施策の推進
◼ 社会実装を見据えたクリーンテック分野での大学・研究機関によるスタートアップエコシステム
◼ BC州の資源を活かしたビジネスモデル
◼ 中部圏との産業構造の補完性

カナダ ブリティッシュコロンビア州（BC州）訪問調査

目的と実施内容
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カナダ ブリティッシュコロンビア州（BC州）訪問調査

BC州の特徴・ポイント（1/3）

■政府による脱炭素施策の推進

• 連邦政府であるカナダでは、州政府が一定の権限をもっており、各州で地域の特色を生かした産業育成が行われてい
る。特にBC州では、クリーンテック分野でのイノベーション創出を推進しており、クリーンテック分野に関するBC州独自の
施策が豊富である。

• BC州政府によるエネルギー政策では、2021年「B.C. Hydrogen Strategy（水素戦略）」を掲げて以降、直近
では水素に加えてクリーン電力・低炭素燃料（LCFS）を両輪とする複線型戦略へ移行。電力需要急増の見通しか
ら再エネ・CCS付ガス火力等も強化しており、あらゆるエネルギーによる更なる脱炭素施策を推進。

• 経済政策では、「Look West 経済戦略」を掲げ、２本柱である自然資源分野とテクノロジー分野のうち、「クリーン
テック」をテクノロジー分野の一つと位置づけ。戦略に加えて具体的な支援策も豊富であり、カナダ最大級のアクセラ
レータープログラム「Foresight Canada」や「CleanBC Industry Fund」による投資支援、連邦政府の部門別公
社であるInvest in Canadaによる税額控除支援策として、CCU分野では最大60％の税額控除が認められており、
連邦政府及び州政府による手厚い支援策によって、クリーンテックスタートアップの立ち上げから成長までを後押しして
いる。

82/85



ダークグレー50％

R0 G0 B0

ダークグレー75％

R51 G51 B51

ダークグレー10％

R0 G0 B0

ダークグレー25％

R51 G51 B51

テクノバブルー / 100%

R0 G71 B157

テクノバブルー / 75%

R64 G117 B181

テクノバブルー / 50%

R128 G163 B206

テクノバブルー / 25%

R191 G209 B231

ブラック

R0 G0 B0

ダークグレー/文字色

R51 G51 B51

アクセントカラー / ブルー

R0 G140 B210

アクセントカラー / レッド

R250 G10 B60

テクノバブルー / 12.5%

R223 G232 B243

カナダ ブリティッシュコロンビア州（BC州）訪問調査

BC州の特徴・ポイント（2/3）

■社会実装を見据えたクリーンテック分野での大学・研究機関によるスタートアップエコシステム

• 大学による産業界との交流も活発。スタートアップの立ち上げに、ブリティッシュコロンビア大学の教授が複数関わってい
ることも調査から得られた。また、SFUでは、水素研究拠点「Clean Hydrogen Hub」を整備し、産業利用に向けた
水素供給実証を進めており、スピンオフベンチャー（社会実装）も見据えた実証を実施。「VentureLabs」では、ク
リーンテック・AI・材料など多分野のスタートアップへのアクセラレーター支援を行い、技術分野でのスタートアップの成長
を支援。

• 今回の調査対象スタートアップは、実証フェーズから実装フェーズに移り、プロダクトができあがりつつある。BC州内だけで
なく、他の州や海外（米国、豪州等）でも大規模実証を進めている例があり、投資、技術協業、共同PJの組成及
びPJを通じたカーボンクレジットの創出等、多様な協業の可能性を実感。州政府の戦略に沿った事業戦略や、支援
施策を活用しながら成長するスタートアップも存在し、エコシステムが機能している様子。他方、プロダクト最適化に関し
て技術的課題等をもつスタートアップも見受けられ、日本の技術をもつ企業とのオープンイノベーションの可能性を模索
する余地がある。
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カナダ ブリティッシュコロンビア州（BC州）訪問調査

BC州の特徴・ポイント（3/3）

■BC州の資源を活かしたビジネスモデル

• 豊富な水力発電の活用など、CI値が低いガス・電気エネルギーを強みとした電気化学技術が発達しており、大学発
ベンチャーも複数立ち上がっている。また、鉱物等の天然資源に着目した事業を展開するスタートアップなど、カナダの
資源を強みとしたビジネスモデルが見受けられた。CI値の低いエネルギーを付加価値としてとらえ、日本の事業会社と
の実証を含めたカナダでのビジネス展開の可能性がある。

■中部圏との産業構造の補完性

• クリーンテック分野のスタートアップが集積する一方、BC州には製造業が少なく、“技術があるが、成長するためのマー
ケットは海外”。他方、中部圏においてはGHG排出削減に取り組む製造業が集積しており、自社・地域での脱炭素
実現に向けた取組や、コア技術を活かしたGX分野へのポートフォリオ拡大を目指す事業会社が集積。カナダにおける
安価な再エネ価格や自然条件等、ビジネスにおける前提条件に留意しつつ、二国間で連携しながら活用できるIRAP
等の支援策も活用しながら、産業構造の違いを活かし、中部圏での脱炭素PJの社会実装や、協業によるGX分野の
競争力強化の可能性を有する。
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「中部地域の産業特性を踏まえた次世代エネルギー分野等での新事業創出並びにGX産業構
造実現に関する方策調査」報告書

経済産業省 中部経済産業局

資源エネルギー環境部 カーボンニュートラル推進室

〒460-8510 愛知県名古屋市中区三の丸二丁目五番二号

TEL 052-951-2683

（調査委託事業者）

株式会社テクノバ

〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-8-1 丸の内トラストタワーN館12階

TEL 03-6665-9647
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＜委託事業名＞ 中部地域の産業特性を
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